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社会的状況 

人口及び産業の状況 

 

朝日町、入善町及び富山県における人口及び世帯数の推移は、表 3.2-1に示すとおりである。 

朝日町、入善町及び富山県の人口は近年減少傾向にあり、世帯数は朝日町及び入善町で減少傾向、

富山県では増加傾向で推移している。 

 

表 3.2-1 人口及び世帯数の推移（各年 10月 1日現在） 

区分 年 
人口(人) 世帯数 

(世帯) 総数 男 女 

朝日町 

令和 3 年 10,850 5,134 5,716 4,339 

令和 4 年 10,525 4,969 5,556 4,272 

令和 5 年 10,265 4,857 5,408 4,246 

令和 6 年 9,945 4,715 5,230 4,177 

令和 7 年 9,616 4,565 5,051 4,099 

入善町 

令和 3 年 23,341 11,166 12,175 8,649 

令和 4 年 22,904 10,981 11,923 8,627 

令和 5 年 22,401 10,775 11,626 8,557 

令和 6 年 21,959 10,572 11,387 8,570 

令和 7 年 21,544 10,392 11,152 8,538 

富山県 

令和 3 年 1,025,394 498,275 527,119 405,610 

令和 4 年 1,016,323 494,375 521,948 408,094 

令和 5 年 1,006,367 489,904 516,463 410,055 

令和 6 年 995,955 485,298 510,657 412,541 

令和 7 年 986,224 481,200 505,024 415,109 

資料：「富山県人口移動調査」(富山県 HP、閲覧：令和 8年 4 月)を加工して作成 
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 産業構造 

産業別就業者数は、表 3.2-2に示すとおりである。 

朝日町では、第一次産業の人口構成比が 5.3％、第二次産業が 35.2％、第三次産業が 58.9％とな

っており、第三次産業の占める割合が最も高い。入善町では、第一次産業の人口構成比が 5.6％、

第二次産業が 41.1％、第三次産業が 52.7％となっており、第三次産業の占める割合が最も高い。 

 

表 3.2-2 産業別就業者数（令和 2年 10月 1日現在） 

(単位：人) 

産業 朝日町 入善町 富山県 

第一次産業 
283 

(5.3%) 
673 

(5.6%) 
14,618 

(2.8%) 

 

農業 274 657 14,094 

林業 9 16 524 

漁業 26 40 813 

第二次産業 
1,897 

(35.2%) 
4,978 

(41.1%) 
172,096 

(32.5%) 

 

鉱業、採石業、砂利採取業 3 6 240 

建設業 478 1,093 43,575 

製造業 1,416 3,879 128,281 

第三次産業 
3,174 

(58.9%) 
6,379 

(52.7%) 
329,678 

(62.3%) 

 

電気・ガス・熱供給・水道業 24 44 4,467 

情報通信事業 31 80 9,090 

運輸業、郵便業 207 499 23,664 

卸売、小売業 615 1,243 76,447 

金融、保険業 68 165 11,249 

不動産業、物品貸与業 31 69 6,110 

学術研究、専門・技術サービス 71 164 12,818 

宿泊業、飲食サービス 270 444 24,150 

生活関連サービス業、娯楽業 230 376 17,240 

教育、学習支援業 228 387 24,079 

医療、福祉 769 1,702 69,365 

複合サービス業 67 236 5,024 

サービス業(他に分類されないもの) 356 657 31,327 

公務(他に分類されるものを除く) 207 313 14,648 

分類不能の産業 
9 

(0.2%) 
39 

(0.3%) 
11,756 

(2.2%) 

総数 5,389 12,109 528,961 

注：1.分類不能の産業とは、産業分類上いずれの項目にも分類し得ない事業所をいう。 

2.割合は四捨五入を行っているため、個々の項目の合計と一致しない場合がある。 

3.斜体は総数に対する割合を示している。 

資料：「令和 2 年国勢調査 就業状態等基本集計（労働力状態、就業者の産業･職業など）」（総務省統計局、

令和 4 年 5 月） 
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 生産量及び生産額 

 農業 

朝日町、入善町及び富山県における農業産出額は、表 3.2-3に示すとおりであり、令和 5年の

農業産出額は朝日町で 16.7億円、入善町で 40.9億円となっている。 

 

表 3.2-3 農業産出額（推計）（令和 5年） 

（単位：1,000 万円） 

種別 朝日町 入善町 富山県 

農業産出額 167 409 5,842 

耕種 小計 128 384 4,917 

米 109 322 3,884 

麦類 1 1 31 

雑穀 0 0 10 

豆類 3 17 80 

いも類 1 0 29 

野菜 10 28 541 

果実 1 2 225 

花き x 14 77 

工芸農作物 0 0 1 

その他作物 x 1 10 

畜産 小 計 40 25 930 

肉用牛 10 11 137 

乳用牛 - 14 165 

 生乳 - 14 113 

豚 - - 137 

鶏  30 - 431 

鶏卵 x - 78 

ブロイラー - - - 

その他畜産物 - - 1 

加工農産物 x - x 

注：1.「-」は調査は行ったが事実のないものを示す。 

  2.「x」は個人又は法人その他の団体に関する秘密を保護するため、統計数値を公表しないものを示す。 

  3.「0」は単位に満たないもの（例：0.4t→0t）を示す。 

資料：「令和 5 年市町村別農業産出額（推計）」（農林水産省、令和 7 年 3 月） 
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 林業 

朝日町、入善町及び富山県の所有形態別林野面積は、表 3.2-4に示すとおりであり、林野面積

は、朝日町で 15,054ha、入善町で 934haとなっている。 

 

表 3.2-4 所有形態別林野面積（令和 2年） 

(単位：ha) 

区分 
林野 

面積計 

国有林 民有林 

小計 林野庁 
その他 

官庁 
小計 

独立行政

法人等 
公有林 私有林 

朝日町 15,054 7,696 7,670 26 7,358 477 1,365 5,516 

入善町 934 25 16 9 909 130 30 749 

富山県 240,531 60,761 59,821 940 179,770 13,604 39,007 127,159 

資料：「2020 年農林業センサス 第 1 巻都道府県別統計書」（農林水産省、令和 3 年 12 月） 
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 水産業 

朝日町及び入善町の漁業種類別漁獲量及び魚種別漁獲量は、表 3.2-5に示すとおりであり、平

成 30年における漁獲量合計値は朝日町で 87t、入善町で 8,316tとなっている。 

富山県の内水面養殖業魚種別収獲量は、表 3.2-6に示すとおりであり、令和 6年における漁獲

量合計値は 44tとなっている。 

 

表 3.2-5(1) 漁業種別漁獲量（平成 30年） 

（単位：t） 

種別 朝日町 入善町 富山県 

漁獲量計 87 8,316 41,575 

底びき網 

遠洋底びき網 - - - 

以西底びき網 - - - 

沖合底びき網 
１そうびき - - - 

２そうびき - - - 

小型底びき網 - - 726 

船びき網 - - 4 

まき網 
大中型まき網 

１そうまき 

遠洋かつお・まぐろ - - - 

近海かつお・まぐろ - - - 

その他 - - - 

２そうまき網 - - - 

中・小型まき網 - - - 

刺網 

さけ・ます流し網 - - - 

かじき等流し網 - - - 

その他の刺網 32 7 418 

敷網 さんま棒受網 - 5,703 10,907 

定置網 

大型定置網 - x 21,771 

さけ定置網 - - - 

小型定置網 - - 1,346 

その他の網漁業 - - 325 

はえ縄 
まぐろはえ縄 

遠洋まぐろ はえ縄 - x 5,026 

近海まぐろ はえ縄 - - - 

沿岸まぐろ はえ縄 - - - 

その他のはえ縄 - - x 

はえ縄以

外の釣 

かつお一本釣 

遠洋かつお 一本釣 - - - 

近海かつお 一本釣 - - - 

沿岸かつお 一本釣 - - - 

いか釣 

遠洋 いか釣 - - - 

近海 いか釣 - x x 

沿岸 いか釣 0 - 83 

ひき縄釣 2 - 3 

その他の釣 13 2 31 

採貝・採藻 18 5 212 

その他の漁業 22 19 543 

注：1.「-」は調査は行ったが事実のないものを示す。 

2.「x」は個人又は法人その他の団体に関する秘密を保護するため、統計数値を公表しないものを示す。 

3.「0」は単位に満たないもの（例：0.4t→0t）を示す。 

資料：「海面漁業生産統計調査（平成 30 年市町村別データ）」（農林水産省、令和 2 年 3 月） 
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表 3.2-5(2) 魚種別漁獲量（平成 30年） 

（単位：t） 

魚種 朝日町 入善町 富山県  魚種 朝日町 入善町 富山県 

漁獲量合計 87 8,316 41,575 かに類 計 20 1 485 

魚類 計 44 8,091 36,338 ずわいがに 2 1 29 

まぐろ類 0 1,754 3,510 べにずわい 

がに 
18 - 447 

かじき類 - 154 231 

かつお類 - 12 1,254 がざみ類 0 0 5 

さめ類 - 9 1,241 その他の 

かに類 
- 0 5 

さけ・ます類 2 3 17 

このしろ - - 20 おきあみ類 - - - 

にしん - - - 貝類 計 16 13 195 

いわし類 - 63 11,928 あわび類 0 1 1 

あじ類 1 123 1,528 さざえ 1 1 11 

さば類 0 43 1,251 あさり類 - - - 

さんま - 5,703 10,907 ほたてがい - - - 

ぶり類 2 96 1,040 その他の貝類 14 11 183 

ひらめ・ 

かれい類 
6 6 203 

いか類 計 0 199 3,775 

するめいか 0 182 2,746 

たら類 7 0 18 あかいか - - - 

ほっけ - 0 31 その他の 

いか類 
0 16 1,029 

きちじ - - - 

はたはた - - 5 たこ類 2 8 38 

にぎす類 - - x うに類 - - 0 

あなご類 - - 0 海産ほ乳類 - - 10 

たちうお 0 2 x その他の水産動物類 - 0 12 

たい類 1 20 195 海藻類 計 3 2 39 

いさき - - - こんぶ類 - - - 

さわら類 0 11 322 その他の 

海藻類 
3 2 39 

すずき類 - 1 45 

いかなご - - -  
あまだい類 0 0 6 

ふぐ類 - 11 99 

その他の魚類 25 78 2,427 

えび類 計 2 1 683 

いせえび - - - 

くるまえび - 0 0 

その他の 

えび類 
2 1 682 

注：1.「-」は調査は行ったが事実のないものを示す。 

2.「x」は個人又は法人その他の団体に関する秘密を保護するため、統計数値を公表しないものを示す。 

3.「0」は単位に満たないもの（例：0.4t→0t）を示す。 

資料：「海面漁業生産統計調査（平成 30 年市町村別データ）」（農林水産省、令和 2 年 3 月） 

 

表 3.2-6 内水面養殖業魚種別収獲量（令和 6年） 

（単位：t）   

区分 合計 

魚         類 

その他 ます類 
あゆ こい うなぎ 

にじます その他 

富山県 44 1 8 25 11 - … 

注：1.「-」は調査は行ったが事実のないものを示す。 

2.「x」は個人又は法人その他の団体に関する秘密を保護するため、統計数値を公表しないものを示す。 

3.「…」は事実不詳又は調査を欠くものとする。 

資料：「海面漁業生産統計調査（令和 6 年漁業・養殖業生産統計）」（農林水産省、令和 8 年 2 月） 
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 商業 

朝日町、入善町及び富山県の商業の状況は、表 3.2-7に示すとおりである。 

令和 3年の年間商品販売額は朝日町で約 50億円、入善町で約 163億円となっている。 

 

表 3.2-7 事業所数、従業者数、年間商品販売額（令和 3年） 

業種 区分 朝日町 入善町 富山県 

卸売業 

事業所数(事業所) 111 206 10,801 

従業者数(人) 462 1,017 78,596 

年間商品販売額(百万円) 7,907 22,921 2,909,955 

小売業 

事業所数(事業所) 11 27 2,580 

従業者数(人) 32 155 22,372 

年間商品販売額(百万円) 2,858 6,632 1,800,999 

合計 

事業所数(事業所) 100 179 8,221 

従業者数(人) 430 862 56,224 

年間商品販売額(百万円) 5,048 16,289 1,108,956 

注：事業所数及び従業者数は令和 3(2021)年 6 月 1 日現在、年間商品販売額は令和 2(2020)年の 1 年間の数値

である。 

資料：「令和 3 年経済センサス」（総務省統計局、令和 5年 3 月） 

 

 工業 

朝日町、入善町及び富山県の工業の状況は、表 3.2-8に示すとおりである。 

令和 3年の製造品出荷額は朝日町で約 133 億円、入善町で約 1,008 億円となっている。 

 

表 3.2-8 製造業事業所数、従業者数、製造品出荷額（令和 3年） 

区分 事業所数(事業所) 従業者数(人) 製造品出荷額等(万円) 

朝日町 16 742 1,330,928 

入善町 52 3,439 10,081,346 

富山県 2,569 122,216 365,177,782 

注：事業所数及び従業者数は令和 3(2021)年 6 月 1 日現在、年間商品販売額は令和 2(2020)年の 1 年間の数値

である。 

資料：「令和 3 年経済センサス」（総務省統計局、令和 5年 3 月） 
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土地利用の状況 

 

朝日町、入善町及び富山県における土地利用の状況は、表 3.2-9及び図 3.2-1に示すとおりで

ある。朝日町の総面積は 22,630ha であり、公有地等（保安林を含む）が全体の約 8 割を占めてい

る。入善町の総面積は 7,125haであり、田が全体の約 5割を占めている。 

対象事業実施区域及びその周囲の土地利用現況図は、図 3.2-1に示すとおりである。 

 

表 3.2-9 地目別土地利用状況（令和 5年） 

(単位：ha、()内は％) 

区分 朝日町 入善町 富山県 

民有地 田 1,561 (6.9%) 3,793 (53.2%) 58,261 (13.7%) 

畑 85 (0.4%) 31 (0.4%) 5,639 (1.3%) 

宅地 304 (1.3%) 744 (10.4%) 24,536 (5.8%) 

山林 1,444 (6.4%) 181 (2.5%) 37,881 (8.9%) 

原野 48 (0.2%) 10 (0.1%) 3,844 (0.9%) 

雑種地 116 (0.5%) 101 (1.4%) 4,792 (1.1%) 

その他 11 (0.0%) 1 (0.0%) 1,019 (0.2%) 

小計 3,569 (15.8%) 4,861 (68.2%) 135,971 (32.0%) 

公有地等 19,061 (84.2%) 2,264 (31.8%) 288,785 (68.0%) 

計 *22,630 - 7,125 - *424,754 - 

注：1.富山県は 1 月 1 日現在、朝日町及び入善町は 10月 1日現在の数値である。 

2.市町村別総面積は「全国都道府県市区町村別面積調」による（*は境界の一部が未定のため、参考値を示

した）。 

3.民有地、公有地等総面積は「固定資産の価格等の概要調書」による。 

4.公有地等のなかに保安林を含む。 

5.数値は四捨五入しているため、内訳の計と総数は必ずしも一致しない。 

資料：「令和 5 年富山県統計年鑑」（富山県統計協会、令和 7 年 5 月） 
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図 3.2-1 土地利用現況図  

資料：「国土数値情報 土地利用細分メッシュ」（国土交

通省、令和 3 年度） 
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 国土利用計画法 

対象事業実施区域及びその周囲における「国土利用計画法」（昭和 49 年法律第 92号、最終改正：

令和 4年法律第 68号）に基づいた土地利用基本計画は、図 3.2-2に示すとおりである。対象事業

実施区域及びその周囲が、都市地域（用途未設定）に指定されている。また、対象事業実施区域の

一部が農業地域、大半が森林地域に指定されている。 

なお、対象事業実施区域には自然環境保全地域は存在しない。 

自然公園地域については、後述の「3.2.8 (2)自然関係法令等」において整理した。 

 

 農業振興地域の整備に関する法律 

対象事業実施区域及びその周囲における「農業振興地域の整備に関する法律」（昭和 44年法律第

58 号、最終改正：令和 6 年法律第 62 号）に基づく農業振興地域整備計画において定められた農用

地区域は図 3.2-2(2)に示すとおりであり、対象事業実施区域（既設道路拡幅範囲）の一部が農用地

区域に指定されている。 

 

 都市計画法 

対象事業実施区域及びその周囲における「都市計画法」（昭和 43年法律第 100号、最終改正：令

和 7年法律第 51号）に基づく用途地域は図 3.2-3に示すとおりであり、対象事業実施区域に用途

地域は指定されていない。 
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図 3.2-2(1) 土地利用基本計画図（都市地域）  

資料：「国土数値情報 都市地域データ」（国土交通省、

平成 30 年度） 
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図 3.2-2(2) 土地利用基本計画図（農業地域）・農業振興地域整備計画図（農用地区域）  

資料：「国土数値情報 農業地域データ」（国土交通省、

平成 27 年度） 
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図 3.2-2(3) 土地利用基本計画図（森林地域）  

資料：「国土数値情報 森林地域データ」（国土交通省、

平成 27 年度） 
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図 3.2-3 用途地域の指定状況  

資料：「国土数値情報 用途地域データ」（国土交通省、

令和元年度） 
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河川、湖沼及び海域の利用並びに地下水の利用の状況 

 

 水道用水としての利用 

対象事業実施区域及びその周囲の河川及び湖沼の利用状況について、朝日町及び入善町における

上水道及び簡易水道の取水状況は、表 3.2-10 及び図 3.2-4に示すとおりである。また、朝日町及

び入善町における水道の水源の種類と実績年間取水量は表 3.2-11に示すとおりである。 

 

表 3.2-10 取水状況（令和 6年度） 

区分 種別 個数（箇所） 計画給水人口（人） 

朝日町 

上水道 0 0 

簡易水道 11 6,924 

専用水道 5 215 

入善町 

上水道 0 0 

簡易水道 16 9,375 

専用水道 6 507 

資料：「富山県の水道の現況（令和 6 年度）」（富山県厚生部生活衛生課、令和 8 年 3月） 

 

表 3.2-11 水源の種類及び実績年間取水量（令和 6年度） 

区分 種別 水源 実績年間取水量 

朝日町 

簡易水道 

地下水（浅井戸） 401 千 m3/年 

地下水（深井戸） 951 千 m3/年 

その他（湧水） 3 千 m3/年 

専用水道 
地下水（浅井戸） 不明 

地下水（深井戸） 不明 

入善町 
簡易水道 地下水（深井戸） 646 千 m3/年 

専用水道 地下水（深井戸） 17 千 m3/年 

注：専用水道の実績年間取水量は推定値である。 

資料：「富山県の水道の現況（令和 6 年度）」（富山県厚生部生活衛生課、令和 8 年 3月） 

 

 漁業による利用 

対象事業実施区域の周囲の河川における漁業権については、表 3.2-12 及び図 3.2-5に示すとお

り漁業権が設定されている。 

 

表 3.2-12 対象事業実施区域の周囲の河川における漁業権の設定状況 

免許番号 漁業名称 漁業権者 

内共第 1 号 あゆ、やまめ、いわな 朝日内水面漁業協同組合 

内共第 2 号 あゆ、やまめ、いわな、さくらます 朝日内水面漁業協同組合 

資料：「漁業権河川」（富山県内水面漁業協同組合連合会 HP、閲覧：令和 8 年 4 月） 

 

 その他 

対象事業実施区域の近くに位置する笹川地区には、笹川小水力発電所がある。  
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図 3.2-4 上水道施設の状況  

資料：「国土数値情報 上水道関連施設データ」（国土交

通省、平成 24 年度）、「富山県の水道の現況（令和 6 年

度）」（富山県厚生部生活衛生課、令和 8 年 3 月）、富

山県厚生部生活衛生課問合せ（令和 3 年 4 月） 
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図 3.2-5 漁業権の設定状況  

資料：「内水面釣り場のしおり」（富山県内水面漁業協同

組合連合会 HP、閲覧：令和 8 年 4 月）、「漁場連絡図」

（富山県農林水産部水産漁港課 HP、閲覧：令和 8 年 4 月）、

「富山県漁業調整規則（令和 2 年 11 月富山県報号外 1）」

（富山県、令和 2 年 11 月）、「富山湾遊漁マップ」（富

山県 HP、閲覧：令和 8 年 4 月）、「海洋状況表示システ

ム 海しる」（海上保安庁 HP、閲覧：令和 8 年 4 月） 
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対象事業実施区域の周囲の海域における漁業権設定状況は表 3.2-13及び図 3.2-5に示すとおり

である。 

対象事業実施区域の周囲の主な漁港として、図 3.2-6に示すとおり宮崎漁港がある。 

 

表 3.2-13 対象事業実施区域の周囲の海域における漁業権の設定状況 

免許番号 漁業名称 漁業権者 

共第 1 号 

第一種共同漁業 

わかめ、えごのり、てんぐさ、あおのり、いわのり、も

ずく、いがい、かき、さざえ、あわび、なまこ、たこ 

第二種共同漁業 

いわし、ふくらぎ、とびうお、かれい、かに、すけそう

だら、はちめ、えび、かます、ひらめ、たい 

第三種共同漁業権 

いわし 

朝日町、泊漁業協同組合 

区第２４号 
第１種区画漁業 

藻類、養殖業 
朝日町漁業協同組合 

免許番号 制限の概要 

定第 1 号 
漁具から前面 1,300 メートル、後面 500 メートル、沖合 100 メートルでの魚道を遮断し、

または魚群を散逸する行為その他当該定置漁業に著しく支障を及ぼす行為の禁止 

定第 2 号 
漁具から前面 1,300 メートル、後面 500 メートル、沖合 100 メートルでの魚道を遮断し、

または魚群を散逸する行為その他当該定置漁業に著しく支障を及ぼす行為の禁止 

資料：「富山県漁業調整規則（令和 2 年 11 月富山県報号外 1）」（富山県、令和 2 年 11 月） 

「富山湾遊漁マップ」（富山県 HP、閲覧：令和 8 年 4 月） 

「富山県における定置、区画及び共同漁業権一覧」（富山県、令和 6 年 1 月） 

「海洋状況表示システム 海しる」（海上保安庁 HP、閲覧：令和 8 年 4 月） 
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図 3.2-6 港湾及び漁港の状況  

資料：「国土数値情報 漁港データ」（国土交通省、デー

タ作成：平成 18 年度）、「富山の漁港）」（富山県、令

和 3 年 2 月） 
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対象事業実施区域及びその周囲における地下水の利用状況は、表 3.2-11に示すとおりである。 

朝日町で浅井戸及び深井戸を利用した取水が行われており、入善町で深井戸を利用した取水が行

われている。 
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交通の状況 

 

対象事業実施区域及びその周囲の主要な道路及び交通量の状況は、表 3.2-14及び図 3.2-7に示

すとおりである。 

主要な道路としては、北陸自動車道、一般国道 8号、主要地方道 60号（入善朝日線）、一般県道

102 号（山崎泊線）、一般県道 103 号（田中横尾線）、一般県道 105 号（山崎草野線）、一般県道

106 号（北羽入入善線）、一般県道 115 号（上路市振停車場線）、一般県道 374 号（境宮崎線）が

ある。令和 3年度の交通量調査結果は表 3.2-14に示すとおりである。 

 

表 3.2-14 主要な道路の交通量（令和 3年度） 
（単位：台） 

注：1.表中の番号は、図 3.2-7 の番号に対応する。 

2.斜体は推定値を示す。 

資料：「令和 3 年度 全国道路・街路交通情勢調査」（国土交通省、令和 5 年）を加工して作成 

 

 

対象事業実施区域及びその周囲の北側には、富山県内を東西に走る幹線鉄道である、あいの風と

やま鉄道が整備されている。また、対象事業実施区域の地下には、東京－敦賀間を結ぶ北陸新幹線

が整備されている。 

 

  

番

号 

調査単位 

区間番号 
路線名 交通量観測地点 

交通量 

(12 時間) 

交通量 

(24 時間) 

① 00010 北陸自動車道 親不知～朝日 6,541 11,842 

② 10010 一般国道 8 号 下新川郡朝日町宮崎 3,512 4,601 

③ 42040 主要地方道 60 号（入善朝日線） － 3,894 5,218 

④ 60020 一般県道 102 号（山崎泊線） － 298 393 

⑤ 60030 一般県道 103 号（田中横尾線） － 291 384 

⑥ 60050 一般県道 105 号（山崎草野線） － 1,372 1,893 

⑦ 60060 一般県道 106 号（北羽入入善線） － 291 384 

⑧ 60160 一般県道 115 号（上路市振停車場線） － 291 384 

⑨ 63070 一般県道 374 号（境宮崎線） － 298 393 
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図 3.2-7 主要な道路の状況  

資料：「基盤地図情報ダウンロードサービス 道路縁」（国

土地理院）、「地理院地図」（国土地理院）、「新川土木

センター入善土木事務所管内図」（富山県新川土木セン

ター入善土木事務所、令和 2 年度）、「朝日町管内林道

網図」（朝日町役場農林水産課、平成 29 年 3 月）、「令

和 3 年度 全国道路・街路交通情勢調査」（国土交通省、

令和 5 年）を加工して作成 
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学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必要な施設の配置の状況及び住宅の配置

の概況 

 

対象事業実施区域及びその周囲における、環境の保全についての配慮が特に必要な施設は、表 

3.2-15及び図 3.2-8(1)に示すとおりである。 

対象事業実施区域に最も近い学校は朝日町立さみさと小学校で、最寄りの風力発電機から約

3.6km外側に位置している。同じく医療機関ではあさひ総合病院が最寄りの風力発電機から約 3.6km

外側に、福祉施設等ではケアハウス みんなの家が最寄りの風力発電機から約 3.3km 外側に位置し

ている。 

 

表 3.2-15(1) 環境保全上の配慮すべき施設（学校） 

区分 番号 施設名 住所 
最寄りの風力発電機から

の距離(km) 

小学校 小 01 朝日町立さみさと小学校 朝日町沼保 770 3.6 

中学校 中 01 朝日町立朝日中学校 朝日町越 290-1 3.7 

注：表中の番号は、図 3.2-8の番号に対応する。 

資料：「小中学校のホームページ」（朝日町 HP、閲覧：令和 8 年 4 月） 

「県立学校一覧」（富山県 HP、閲覧：令和 8 年 4 月） 

 

表 3.2-15(2) 環境保全上の配慮すべき施設（医療機関） 

区分 番号 施設名 住所 
最寄りの風力発電機から

の距離(km) 

医療機関 

医 01 坂東病院 朝日町道下 900 3.8 

医 02 弥忠田歯科医院 朝日町道下 962-1 3.9 

医 03 あさひ総合病院 朝日町泊 477 3.6 

注：表中の番号は、図 3.2-8の番号に対応する。 

資料：「とやま医療情報ガイド」（富山県 HP、閲覧：令和 8 年 4 月） 

 

表 3.2-15(3) 環境保全上の配慮すべき施設（福祉施設） 

区分 番号 施設名 住所 
最寄りの風力発電

機からの距離(km) 

福祉施設 

福 01 
ケアハウス みんなの家、 

介護老人保健施設 つるさんかめさん 
朝日町泊新 5 3.3 

福 02 サンフィールド（こすもす） 朝日町南保 72-1 4.2 

福 03 デイサービス花日和 朝日町沼保 1370 3.5 

福 04 

特別養護老人ホーム 有磯苑、 

特別養護老人ホーム 有磯苑ユニット型、 

朝日町デイサービスセンター 

朝日町泊 555 3.5 

福 05 あおぞら苑 朝日町道下 884-1 3.8 

福 06 朝日町老人福祉センター 朝日町泊 557 3.6 

注：表中の番号は、図 3.2-8の番号に対応する。 

資料：「老人福祉施設及び介護サービス事業所等一覧」（富山県 HP、閲覧：令和 8 年 4月） 

「高齢福祉対策関係資料（令和 7 年度版）」（富山県 HP、閲覧：令和 8 年 4 月） 

「社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム」（独立行政法人福祉医療機構 HP、閲覧：

令和 8 年 4 月） 
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対象事業実施区域及びその周囲における住宅の配置の概況は、図 3.2-8(1)に示すとおりであり、

住宅は対象事業実施区域の周囲に分布している。風力発電機から最も近い住宅は図 3.2-8(2)に示

すとおりであり、約 0.9km外側に位置している。  
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図 3.2-8(1) 環境の保全についての配慮が特に必要な施設及び住宅等の配置の概況  

資料：「国土数値情報 学校データ」（国土交通省、令和
5 年度）、「とやま医療情報ガイド」（富山県 HP、閲覧：
令和 8 年 4 月）、「老人福祉施設及び介護サービス事業
所等一覧」（富山県 HP、閲覧：令和 8 年 3 月）、「高齢
福祉対策関係資料（令和 7 年度版）」（富山県 HP、閲覧：
令和 8 年 4 月）、「社会福祉法人の財務諸表等電子開示
システム」（独立行政法人福祉医療機構 HP、閲覧：令和
8 年 4 月）、「基盤地図情報ダウンロードサービス 建築
物の外周線」（国土地理院）、「ゼンリン住宅地図 黒部
市 下新川郡入善町 朝日町」（（株）ゼンリン、令和 4 年
8 月） 

注：「住宅」は、風力発電機の設置検討範囲から 2km の範囲内おいて、（株）ゼンリ
ンの住宅地図より、個別情報（所有者氏名）が確認された建物を示す。その際、
明らかに居住が確認されなかった場所は住宅から除外した。「住宅等」は、風力
発電機の設置検討範囲から 2km の範囲外における国土地理院基盤情報図の建築
物を示す。 
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図 3.2-8(2) 対象事業実施区域の外郭から最も近い住宅の配置  
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下水道の整備状況 

対象事業実施区域及びその周囲における下水道の整備状況は表 3.2-16に示すとおりであり、令

和 6年度の下水道処理人口普及率は、朝日町で 86.4％、入善町で 75.5％であった。 

 

表 3.2-16 下水道処理人口普及率（令和 6年度） 

（単位：千人） 

区分 行政人口 下水道処理人口 下水道処理人口普及率 

朝日町 10.2 8.9 86.4％ 

入善町 22.1 16.7 75.5％ 

富山県 1,004.4 883.0 87.9％ 

注：1．数値は四捨五入しているため、内訳の計と総数は必ずしも一致しない。 

2．下水道処理人口普及率（％）＝（国土交通省所管下水道処理区域内人口／住民基本台帳人口（令

和 7 年 3 月 31 日現在））×100 

資料：「令和 6 年度末の汚水処理人口普及状況」（富山県、令和 7 年 8 月） 

 

廃棄物の状況 

 

朝日町、入善町及び富山県における一般廃棄物の処理状況は、表 3.2-17に示すとおりであり、

令和 6年度における一般廃棄物の総排出量は、朝日町で 4,068t、入善町で 8,914tであった。 

 

表 3.2-17 一般廃棄物処理施設における処理状況（令和 6年度） 

区分 朝日町 入善町 富山県 

ごみ総排出量 

計画収集量(t) 3,477 7,663 285,911 

直接搬入量(t) 556 976 41,163 

集団回収量(t) 35 275 14,248 

合計(t) 4,068 8,914 341,322 

ごみ処理量 

直接焼却量(t) 3,039 6,775 271,348 

直接最終処分量(t) 0 0 2,874 

焼却以外の中間処理量(t) 617 992 42,078 

直接資源化量(t) 377 872 10,744 

合計(t) 4,033 8,639 327,044 

中間処理後再生利用量(t) 57 133 31,294 

リサイクル率(%) 11.5 14.4 16.5 

最終処分量(t) 391 839 33,564 

注：リサイクル率(%)＝（直接資源化量+中間処理後再生利用量+集団回収量）/（ごみ処理量+集団回収量）×100 

資料：「令和 6 年度環境省一般廃棄物処理調査結果」（環境省、令和 8 年 3 月） 
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対象事業実施区域から 50km 圏内の産業廃棄物の中間処理施設及び最終処分場の状況は、表 

3.2-18 及び図 3.2-9 に示すとおりであり、中間処理施設が 151 箇所、最終処分場が 1 箇所存在す

る。 

 

表 3.2-18 対象事業実施区域から 50km圏内の産業廃棄物処理施設 

県 市町 中間処理施設 最終処分場 

新潟県 糸魚川市 9 0 

長野県 
白馬村 2 0 

小川村 1 0 

富山県 

朝日町 2 0 

入善町 5 0 

黒部市 17 0 

魚津市 12 0 

滑川市 7 0 

上市町 5 0 

舟橋村 2 0 

立山町 6 0 

富山市 61 1 

射水市 21 0 

高岡市 1 0 

合計 151 1 

資料：「産業廃棄物処理業許可業者等一覧について」（富山県、令和 8 年 3 月） 

「産業廃棄物処理業者一覧」（富山市、令和 8 年 4 月） 

「長野県産業廃棄物処理業者名簿」（長野県、令和 8 年 1月） 

「排出事業者の方へ（産業廃棄物の適正処理・処理業者一覧）」（新潟県、令和 7

年 3 月） 

「国土数値情報 廃棄物処理施設データ」（国土交通省、データ作成：平成 24 年度） 

 

 

  



3-141 

(203) 62 

 
図 3.2-9 対象事業実施区域から 50km圏内の産業廃棄物処理施設の位置  

資料：「産業廃棄物処理業許可業者等一覧について」
（富山県、令和 8 年 3 月） 
「産業廃棄物処理業者一覧」（富山市、令和 8 年
4 月） 

「長野県産業廃棄物処理業者名簿」（長野県、令
和 8 年 1 月） 

「排出事業者の方へ（産業廃棄物の適正処理・処
理業者一覧）」（新潟県、令和 7 年 3 月） 

「国土数値情報 廃棄物処理施設データ」（国土
交通省、データ作成：平成 24 年度） 
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環境の保全を目的として法令等により指定された地域その他の対象及び当該対象に係る規制の

内容その他の環境の保全に関する施策の内容 

 

 環境基準等 

 大気汚染 

大気汚染に係る環境基準は、「環境基本法」（平成 5年法律第 91号、最終改正：令和 3年法律

第 36号）に基づき全国一律に定められており、その基準値は表 3.2-19 に示すとおりである。ま

た、ベンゼン等の有害大気汚染物質については、表 3.2-20に示す基準が定められている。 

なお、富山県では「富山県公害防止条例」（昭和 45年富山県条例第 34号）第 7条の 2の規定

に基づく「弗素及び弗素化合物に係る環境基準について」（昭和 46年富山県告示第 644号）によ

り、人の健康の保護及び生活環境の保全に関する弗素及び弗素化合物に係る基準を大気汚染防止

の目標として表 3.2-21のように定めている。 

 

表 3.2-19 大気汚染に係る環境基準 

物質 環境上の条件 

二酸化硫黄(SO2) 
１時間値の１日平均値が 0.04ppm 以下であり、かつ、１時間値が 0.1ppm 以

下であること。 

一酸化炭素(CO) 
１時間値の１日平均値が 10ppm 以下であり、かつ、１時間値の８時間平均

値が 20ppm 以下であること。 

浮遊粒子状物質(SPM） 
１時間値の１日平均値が0.10mg/m3以下であり、かつ、１時間値が0.20mg/m3

以下であること。 

二酸化窒素(NO2) 
１時間値の１日平均値が 0.04ppmから 0.06ppmまでのゾーン内又はそれ以

下であること。 

光化学オキシダント(OX) 
オゾンとして、８時間値が 0.07ppm 以下であり、かつ、日最高８時間値の

１年平均値が 0.04ppm 以下であること。 

微小粒子状物質 
１年平均値が 15μg/m3以下であり、かつ、１日平均値が 35μg/m3以下であ

ること。 

備考： 

1.環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所については、

適用しない。 

2.浮遊粒子状物質とは大気中に浮遊する粒子状物質であってその粒径が 10μm 以下のものをいう。 

3.二酸化窒素について、1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内にある地域にあ

っては、原則としてこのゾーン内において現状程度の水準を維持し、又はこれを大きく上回ることと

ならないよう努めるものとする。 

4.光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応により生成

される酸化性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸化窒素を除く。） 

をいう。 

5.微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、粒径が 2.5μm の粒子を 50％の割合で

分離できる分粒装置を用いて、より粒径の大きい粒子を除去した後に採取される粒子をいう。 

資料：「大気の汚染に係る環境基準について」（昭和 48 年環境庁告示第 25 号） 

「二酸化窒素に係る環境基準について」（昭和 53 年環境庁告示第 38 号） 

「微小粒子状物質による大気の汚染に係る環境基準について」（平成 21 年環境省告示第 33 号） 
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表 3.2-20 有害大気汚染物質（ベンゼン等）に係る環境基準 

物質 環境上の条件 

ベンゼン 1 年平均値が 0.003mg/m3以下であること。 

トリクロロエチレン 1 年平均値が 0.13mg/m3以下であること。 

テトラクロロエチレン 1 年平均値が 0.2mg/m3以下であること。 

ジクロロメタン 1 年平均値が 0.15mg/m3以下であること。 

備考： 

1.環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所については、適用しない。 

2.ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準は、継続的に摂取される場合には人の健康を損なうおそれがある物

質に係るものであることにかんがみ、将来にわたって人の健康に係る被害が未然に防止されるようにすることを

旨として、その維持又は早期達成に努めるものとする。 

資料：「ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準について」（平成 9 年環境庁告示第 4 号） 

 

表 3.2-21 弗素及び弗素化合物に係る環境基準 

物質 環境上の条件 

無機のガス状又は水溶性の弗素及び弗素化合物 連続する 24 時間値は、弗素として 7μg/m3以下であ

ること。 

資料：「弗素及び弗素化合物に係る環境基準について」（昭和 46 年富山県告示第 644 号） 

 

 騒音 

騒音に係る環境基準は、「環境基本法」に基づき地域の類型や区分別に定められており、その

基準値は表 3.2-22に、環境基準の地域の類型指定状況は図 3.2-10に示すとおりである。 

対象事業実施区域に騒音に係る類型が当てはめられた地域はないが、対象事業実施区域の周囲

には騒音に係る類型が当てはめられた地域が存在する。 

 

表 3.2-22(1) 騒音に係る環境基準（一般地域） 

地域の 

類型 

基準値 

該当地域 昼間 

（6 時～22 時） 

夜間 

（22 時～6 時） 

AA 50dB 以下 40dB 以下 
療養施設、社会福祉施設等が集合して設置される地域など特に静穏を

要する地域とする 

A 55dB 以下 45dB 以下 

別表の町名の欄に掲げる町の区域のうち、同表の基準日の欄に掲げる

日において都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)第 2 章の規定による

都市計画に定められている同法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種低

層住居専用地域、第 2 種低層住居専用地域、第 1 種中高層住居専用地

域、第 2 種中高層住居専用地域及び田園住居地域 

B 55dB 以下 45dB 以下 

別表の町名の欄に掲げる町の区域のうち、同表の基準日の欄に掲げる

日において都市計画法第 2 章の規定による都市計画に定められている

同法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種住居地域、第 2 種住居地域及

び準住居地域 

C 60dB 以下 50dB 以下 

別表の町名の欄に掲げる町の区域のうち、同表の基準日の欄に掲げる

日において都市計画法第 2 章の規定による都市計画に定められている

同法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる近隣商業地域、商業地域、準工業地

域及び工業地域 

別表 

町名 基準日 

上市町 平成 30年 4月 1 日 

立山町 同上 

入善町 同上 

朝日町 同上 

資料：「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年環境庁告示第 64 号） 

「騒音に係る環境基準の地域の類型をあてはめる地域の指定について」（昭和 60 年富山県告示第 600 号） 
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表 3.2-22(2) 騒音に係る環境基準（道路に面する地域） 

地域の区分 
基準値 

昼間 
（6 時～22 時） 

夜間 
（22 時～6 時） 

A 地域のうち 2 車線以上の車線を有する道路に面する地域 60dB 以下 55dB 以下 

B 地域のうち 2 車線以上の車線を有する道路に面する地域および 

C 地域のうち車線を有する道路に面する地域 
65dB 以下 60dB 以下 

備考： 

1.車線とは、1 縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する帯状の車道部分をいう。 

2.この場合において幹線交通を担う道路に近接する空間については、上表にかかわらず、特例として次表の基準値

の欄に掲げるとおりとする。 

資料：「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年環境庁告示第 64 号） 

「騒音に係る環境基準の地域の類型をあてはめる地域の指定について」（昭和 60 年富山県告示第 600 号） 

 

表 3.2-22(3) 騒音に係る環境基準（幹線交通を担う道路に近接する空間に係る特例） 

基準値 

昼間（6 時～22 時） 夜間（22 時～6 時） 

70dB 以下 65dB 以下 

備考： 

個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認められるときは、

屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間にあっては 45dB 以下、夜間にあっては 40dB 以下）によることができる。 

資料：「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年環境庁告示第 64 号） 

 

表 3.2-22(4) 騒音に係る環境基準（新幹線鉄道騒音） 

地域の類型 
基準値 

(6 時～24 時) 
該当地域 

Ⅰ 70dB 以下 

富山市、高岡市、魚津市、滑川市、黒部市、小矢部市、射水市、舟橋村、上

市町、入善町及び朝日町の区域のうち新幹線鉄道の軌道中心線から両側にそ

れぞれ 300 メートル以内の地域(トンネル部分については、トンネルの出入

口からトンネル中央部方向へ 150 メートル以内の区間に係る地域に限る。以

下「対象地域」という。)であって、別途富山県が指定する地域 

Ⅱ 75dB 以下 対象地域であって、別途富山県が指定する地域 

 

備考： 

新幹線鉄道の沿線区域の区分 

達成目標期間 

既設新幹線鉄道に 
係る期間 

工事中新幹線鉄道に 
係る期間 

新設新幹線鉄道に 
係る期間 

a 80dB 以上の区域 3 年以内 開業時に直ちに 開業時に直ちに 

b 
75dB を超え 
80dB 未満の区域 

イ 7 年以内 
開業時から 3 年以内 

ロ 10 年以内 

c 70dB を超え 75dB 以下の区域 10 年以内 開業時から 5 年以内 

1.新幹線鉄道の沿線区域の区分の欄のｂの区域中イとは地域の類型Ⅰに該当する地域が連続する沿線地域内の区域を

いい、ロとはイを除く区域をいう。 

2.達成目標期間の欄中既設新幹線鉄道、工事中新幹線鉄道及び新設新幹線鉄道とは、それぞれ次の各号に該当する新

幹線鉄道をいう。 

（1）既設新幹線鉄道：東京・博多間の区間の新幹線鉄道 

（2）工事中新幹線鉄道：東京・盛岡間、大宮・新潟間及び東京・成田間の区間の新幹線鉄道 

（3）新設新幹線鉄道：(1)及び(2)を除く新幹線鉄道 

資料：「新幹線鉄道騒音に係る環境基準について」（昭和 50 年環境庁告示第 46 号） 

「新幹線鉄道騒音に係る環境基準の地域の類型を当てはめる地域の指定について」（令和 8 年富山県告示第 172

号）  
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図 3.2-10 騒音に係る環境基準の地域の類型指定状況  

資料：「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年環境

庁告示第 64 号）、「国土数値情報 用途地域データ」（国

土交通省、令和元年度）、「新幹線鉄道騒音に係る環境基

準の地域の類型を当てはめる地域の指定について」（令

和 8 年富山県告示第 172 号） 
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 水質汚濁 

公共用水域及び地下水の水質汚濁に係る環境基準は、「環境基本法」に基づき定められており、

その基準値は表 3.2-23及び表 3.2-24に、環境基準の水域類型指定状況は図 3.2-11に示すと

おりである。 

人の健康の保護に関する環境基準は、公共用水域について全国一律に定められている。また、

生活環境の保全に関する環境基準は、水域の類型別に定められている。 

対象事業実施区域の西側を北西に流下する笹川は AA 類型に指定されている。また、対象事業

実施区域の東側を北西に流下する境川は AA 類型、対象事業実施区域の西側を北に流下する木流

川は A類型に指定されている。また、上記の河川は全て生物 A類型に指定されている。 

対象事業実施区域の北側に位置する海域は、A 類型に指定されている。対象事業実施区域の周

囲に湖沼はないことから、湖沼における環境基準の表は省略した。 
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表 3.2-23 人の健康の保護に関する環境基準（公共用水域、地下水） 

項目 
基準値 

公共用水域 地下水 

カドミウム 0.003mg/L 以下 0.003mg/L 以下 

全シアン 検出されないこと。 検出されないこと。 

鉛 0.01mg/L 以下 0.01mg/L 以下 

六価クロム 0.02mg/L 以下 0.02mg/L 以下 

砒素 0.01mg/L 以下 0.01mg/L 以下 

総水銀 0.0005mg/L 以下 0.0005mg/L 以下 

アルキル水銀 検出されないこと。 検出されないこと。 

PCB 検出されないこと。 検出されないこと。 

ジクロロメタン 0.02mg/L 以下 0.02mg/L 以下 

四塩化炭素 0.002mg/L 以下 0.002mg/L 以下 

クロロエチレン（別名：塩化ビニル

又は塩化ビニルモノマー） 

 0.002mg/L 以下 

1,2-ジクロロエタン 0.004mg/L 以下 0.004mg/L 以下 

1,1-ジクロロエチレン 0.1mg/L 以下 0.1mg/L 以下 

1,2-ジクロロエチレン  0.04mg/L 以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04mg/L 以下  

1,1,1-トリクロロエタン 1mg/L 以下 1mg/L 以下 

1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg/L 以下 0.006mg/L 以下 

トリクロロエチレン 0.01mg/L 以下 0.01mg/L 以下 

テトラクロロエチレン 0.01mg/L 以下 0.01mg/L 以下 

1,3-ジクロロプロペン 0.002mg/L 以下 0.002mg/L 以下 

チウラム 0.006mg/L 以下 0.006mg/L 以下 

シマジン 0.003mg/L 以下 0.003mg/L 以下 

チオベンカルブ 0.02mg/L 以下 0.02mg/L 以下 

ベンゼン 0.01mg/L 以下 0.01mg/L 以下 

セレン 0.01mg/L 以下 0.01mg/L 以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg/L 以下 10mg/L 以下 

ふっ素 0.8mg/L 以下 0.8mg/L 以下 

ほう素 1mg/L 以下 1mg/L 以下 

1,4−ジオキサン 0.05mg/L 以下 0.05mg/L 以下 

備考： 

1.基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする｡ 

2.「検出されないこと」とは、測定方法の項に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該方法

の定量限界を下回ることをいう。 

3.海域については、ふっ素及びほう素の基準値は適用しない。 

4.硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、規格 K0102-2 15.3、15.4、15.6、15.7 又は 15.8 により測定された

硝酸イオンの濃度に換算係数 0.2259 を乗じたものと規格 K0102-2 14.2、14.3 又は 14.4により測定された

亜硝酸イオンの濃度に換算係数 0.3045 を乗じたものの和とする。 

資料：「水質汚濁に係る環境基準」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号） 

「地下水の水質汚濁に係る環境基準」（平成 9 年環境庁告示第 10 号）  



3-148 

(210) 62 

表 3.2-24(1) 生活環境の保全に関する環境基準（河川） 

類型 
利用目的の 
適応性 

基準値 

水素イオン 
濃度 
（pH） 

生物化学的 
酸素要求量 
（BOD） 

 
浮遊物質量 

（SS） 

 
溶存酸素量 

（DO） 

 
大腸菌数 

 

AA 

水道 1 級 

自然環境保全 

及び A以下の欄に掲

げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 

1mg/L 

以下 

25mg/L 

以下 

7.5mg/L 

以上 

20CFU/ 

100mL 以下 

A 

水道 2 級 

水産 1 級 

水浴 

及び B以下の欄に掲

げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 

2mg/L 

以下 

25mg/L 

以下 

7.5mg/L 

以上 

300CFU/ 

100mL 以下 

B 

水道 3 級 

水産 2 級 

及び C以下の欄に掲

げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 

3mg/L 

以下 

25mg/L 

以下 

5mg/L 

以上 

1,000CFU/ 

100mL 以下 

C 

水産 3 級 

工業用水 1 級 

及び D以下の欄に掲

げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 

5mg/L 

以下 

50mg/L 

以下 

5mg/L 

以上 
− 

D 

工業用水 2 級 

農業用水 

及び Eの欄に掲げる

もの 

6.0 以上 

8.5 以下 

8mg/L 

以下 

100mg/L 

以下 

2mg/L 

以上 
－ 

E 
工業用水 3 級 

環境保全 

6.0 以上 

8.5 以下 

10mg/L 

以下 

ごみ等の浮

遊が認めら

れないこ

と。 

2mg/L 

以上 
－ 

備考： 

1.基準値は、日間平均値とする。ただし、大腸菌数に係る基準値については、90％水質値（年間の日間平均値の全データ

をその値の小さいものから順に並べた際の 0.9×ｎ番目（ｎは日間平均値のデータ数）のデータ値（0.9×ｎが整数でな

い場合は端数を切り上げた整数番目の値をとる。））とする（湖沼、海域もこれに準ずる。）。 

2.農業用利水点については、水素イオン濃度 6.0以上 7.5 以下、溶存酸素量 5mg/L以上とする（湖沼もこれに準ずる。）。 

3.水道 1級を利用目的としている地点（自然環境保全を利用目的としている地点を除く。）については、大腸菌数 

100CFU/100mL以下とする。 

4.水産 1級、水産 2 級及び水産 3級については、当分の間、大腸菌数の項目の基準値は適用しない（湖沼、海域もこれに

準ずる。）。 

5.大腸菌数に用いる単位は CFU(コロニー形成単位(Colony Forming Unit))/100mL とし、大腸菌を培地で培養し、発育した

コロニー数を数えることで算出する。 

注：1.自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

2.水道 1 級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

水道 2 級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 

水道 3 級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 

3.水産 1 級：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産 2 級及び水産 3 級の水産生物用 

水産 2 級：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産 3 級の水産生物用 

水産 3 級：コイ、フナ等、β−中腐水性水域の水産生物用 

4.工業用水 1 級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 

工業用水 2 級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 

工業用水 3 級：特殊の浄水操作を行うもの 

5.環境保全：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 

資料：「水質汚濁に係る環境基準」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号） 
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表 3.2-24(2) 生活環境の保全に関する環境基準（河川） 

類型 水生生物の生息状況の適応性 

基準値 

全亜鉛 
ノニル 

フェノール 

直鎖アルキ
ルベンゼン
スルホン酸
及びその塩 

生物 A 
イワナ、サケマス等比較的低温域を好む水生生物

及びこれらの餌生物が生息する水域 

0.03mg/L 

以下 

0.001mg/L 

以下 

0.03mg/L 

以下 

生物 

特 A 

生物 A の水域のうち、生物 A の欄に掲げる水生

生物の産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生育場とし

て特に保全が必要な水域 

0.03mg/L 

以下 

0.0006mg/L 

以下 

0.02mg/L 

以下 

生物 B 
コイ、フナ等比較的高温域を好む水生生物及びこ

れらの餌生物が生息する水域 

0.03mg/L 

以下 

0.002mg/L 

以下 

0.05mg/L 

以下 

生物 

特 B 

生物 A 又は生物 B の水域のうち、生物 B の欄に

掲げる水生生物の産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の

生育場として特に保全が必要な水域 

0.03mg/L 

以下 

0.002mg/L 

以下 

0.04mg/L 

以下 

備考： 

基準値は、年間平均値とする。 

資料：「水質汚濁に係る環境基準」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号） 

 

表 3.2-24(3) 生活環境の保全に関する環境基準（海域） 

類型 
利用目的の 
適応性 

基準値 

水素イオン 
濃度 
（pH） 

化学的 
酸素要求量 
（COD） 

 
溶存酸素量 

（DO） 

大腸菌数 
[90%水質値] 

n-ヘキサン 
抽出物質 
(油分等) 

A 

水産 1 級 

水浴 

自然環境保全及 

び B以下の欄に掲げ

るもの 

7.8 以上 

8.3 以下 

2mg/L 

以下 

7.5mg/L 

以上 

20CFU/ 

100mL 以下 

検出されな

いこと。 

B 

水産 2 級 

工業用水 

及び Cの欄に掲げる

もの 

7.8 以上 

8.3 以下 

3mg/L 

以下 

5mg/L 

以上 
− 

検出されな

いこと。 

C 環境保全 
7.0 以上 

8.3 以下 

8mg/L 

以下 

2mg/L 

以上 
− − 

備考： 

1.いずれの類型においても、水浴を利用目的としている測定点（自然環境保全を利用目的としている測定点

を除く。）については、大腸菌数 300CFU/100ml 以下とする。 

2.大腸菌数に用いる単位は CFU(コロニー形成単位(Colony Forming Unit))／100ml とし、大腸菌を培地で培

養し、発育したコロニー数を数えることで算出する。 

注：1.自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

2.水産 1 級：マダイ、ブリ、ワカメ等の水産生物用及び水産 2 級の水産生物用 

 水産 2 級：ボラ、ノリ等の水産生物用 

3.環境保全：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 

資料：「水質汚濁に係る環境基準」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号） 
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表 3.2-24(4) 生活環境の保全に関する環境基準（海域） 

類型 利用目的の適応性 
基準値 

全窒素 全燐 

Ⅰ 
自然環境保全及びⅡ以下の欄に掲げるもの（水産 2 種及び

3 種を除く。） 
0.2mg/L 以下 0.02mg/L 以下 

Ⅱ 

水産 1 種 

水浴及びⅢ以下の欄に掲げるもの 

（水産 2 種及び 3 種を除く。） 

0.3mg/L 以下 0.03mg/L 以下 

Ⅲ 
水産 2 種及びⅣの欄に掲げるもの 

（水産 3 種を除く。） 
0.6mg/L 以下 0.05mg/L 以下 

Ⅳ 

水産 3 種 

工業用水 

生物生息環境保全 

1mg/L 以下 0.09mg/L 以下 

備考： 

1.基準値は、年間平均値とする。 

2.水域類型の指定は、海洋植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある海域について行うものとする。 

注：1.自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

2.水産 1 種：底生魚介類を含め多様な水産生物がバランス良く、かつ、安定して漁獲される 

 水産 2 種：一部の底生魚介類を除き、魚類を中心とした水産生物が多獲される 

 水産 3 種：汚濁に強い特定の水産生物が主に漁獲される 

3.生物生息環境保全：年間を通して底生生物が生息できる限度 

資料：「水質汚濁に係る環境基準」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号） 

 

表 3.2-24(5) 生活環境の保全に関する環境基準（海域） 

類型 水生生物の生息状況の適応性 

基準値 

全亜鉛 
ノニル 

フェノール 

直鎖アルキ
ルベンゼン
スルホン酸
及びその塩 

生物 A 水生生物の生息する水域 
0.02mg/L 

以下 

0.001mg/L 

以下 

0.01mg/L 

以下 

生物 

特 A 

生物 A の水域のうち、水生生物の産卵場（繁殖

場）又は幼稚仔の生育場として特に保全が必要な

水域 

0.01mg/L 

以下 

0.0007mg/L 

以下 

0.006mg/L 

以下 

備考 

基準値は、年間平均値とする。 

資料：「水質汚濁に係る環境基準」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号） 
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表 3.2-24(6) 生活環境の保全に関する環境基準（海域） 

類型 水生生物が生息・再生産する場の適応性 
基準値 

底層溶存酸素量 

生物 1 

生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物が生息できる場

を保全・再生する水域又は再生産段階において貧酸素耐性の低

い水生生物が再生産できる場を保全・再生する水域 

4.0mg/L 

以上 

生物 2 

生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除き、水生生物

が生息できる場を保全・再生する水域又は再生産段階において

貧酸素耐性の低い水生生物を除き、水生生物が再生産できる場

を保全・再生する水域 

3.0mg/L 

以上 

生物 3 

生息段階において貧酸素耐性の高い水生生物が生息できる場

を保全・再生する水域、再生産段階において貧酸素耐性の高い

水生生物が再生産できる場を保全・再生する水域又は無生物域

を解消する水域 

2.0mg/L 

以上 

備考： 

基準値は、日間平均値とする。 

資料：「水質汚濁に係る環境基準」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号） 
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図 3.2-11(1) 水質汚濁に係る環境基準の水域類型指定状況（一般項目） 

資料：「環境アセスメントデータベース」（環境省 HP、

閲覧：令和 8 年 4 月）、「水質汚濁に係る環境基準の水域

類型」（富山県 HP、閲覧：令和 8 年 4 月） 
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図 3.2-11(2) 水質汚濁に係る環境基準の水域類型指定状況（水生生物保全環境基準項目） 

資料：「水質汚濁に係る環境基準の水域類型」（富山県 HP、

閲覧：令和 8 年 4 月）、「河川における水生生物保全環境

基準の適用について」（富山県、平成 31 年 4 月） 
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 土壌汚染 

土壌汚染に係る環境基準は、「環境基本法」に基づき全国一律に定められており、その基準値

は表 3.2-25に示すとおりである。 

 

表 3.2-25 土壌汚染に係る環境基準 

項 目 環境上の条件 

カドミウム 検液 1L につき 0.003mg 以下であり、かつ、農用地においては、米 1kg

につき 0.4mg 以下であること。 

全シアン 検液中に検出されないこと。 

有機燐 検液中に検出されないこと。 

鉛 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

六価クロム 検液 1L につき 0.05mg 以下であること。 

砒素 検液 1L につき 0.01mg 以下であり、かつ、農用地（田に限る。）におい

ては、土壌 1kg につき 15mg 未満であること。 

総水銀 検液 1L につき 0.0005mg 以下であること。 

アルキル水銀 検液中に検出されないこと。 

PCB 検液中に検出されないこと。 

銅 農用地（田に限る。）において、土壌 1kg につき 125mg 未満であること。 

ジクロロメタン 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 

四塩化炭素 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 

クロロエチレン（別名：塩化ビニ

ル又は塩化ビニルモノマー） 
検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 

1,2-ジクロロエタン 検液 1L につき 0.004mg 以下であること。 

1,1-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.1mg 以下であること。 

1,2-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.04mg 以下であること。 

1,1,1-トリクロロエタン 検液 1L につき 1mg 以下であること。 

1,1,2-トリクロロエタン 検液 1L につき 0.006mg 以下であること。 

トリクロロエチレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

テトラクロロエチレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

1,3-ジクロロプロペン 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 

チウラム 検液 1L に付き 0.006mg 以下であること。 

シマジン 検液 1L につき 0.003mg 以下であること。 

チオベンカルブ 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 

ベンゼン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

セレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

ふっ素 検液 1L につき 0.8mg 以下であること。 

ほう素 検液 1L につき 1mg 以下であること。 

1,4-ジオキサン 検液 1L につき 0.05mg 以下であること。 

備考： 

1.環境上の条件のうち検液中濃度に係るものにあっては付表に定める方法により検液を作成し、これを用いて測定

を行うものとする。 

2.カドミウム、鉛、六価クロム、砒素、総水銀、セレン、ふっ素及びほう素に係る環境上の条件のうち検液中濃度

に係る値にあっては、汚染土壌が地下水面から離れており、かつ、原状において当該地下水中のこれらの物質の

濃度がそれぞれ地下水 1L につき 0.003mg、0.01mg、0.05mg、0.01mg、0.0005mg、0.01mg、0.8mg 及び１mg を超え

ていない場合には、それぞれ検液 1L につき 0.009mg、0.03mg、0.15mg、0.03mg、0.0015mg、0.03mg、2.4mg 及び

3mg とする。 

3.「検液中に検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該

方法の定量限界を下回ることをいう。 

4.有機燐とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及び EPN をいう。 

5.1,2-ジクロロエチレンの濃度は、日本産業規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 より測定されたシス体の濃度と日

本産業規格 K0125 の 5.1、5.2又は 5.3.1 により測定されたトランス体の濃度の和とする。 

資料：「土壌の汚染に係る環境基準について」（平成 3 年環境庁告示第 46 号） 
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 ダイオキシン類 

ダイオキシン類に係る環境基準は、「ダイオキシン類対策特別措置法」（平成 11年法律第 105

号、最終改正：令和 4年法律第 68号）に基づき定められており、その基準値は表 3.2-26に示す

とおりである。 

 

表 3.2-26 ダイオキシン類に係る環境基準 

媒体 基準値 適用範囲 達成期間 

大気 0.6pg-TEQ/m3 以下 工業専用地域、車道その他一

般公衆が通常生活していない

地域または場所については適

用しない。 

・環境基準が達成されていない地域

または水域にあっては、可及的速

やかに達成されるよう努めるこ

と。 

・環境基準が達成されている地域ま

たは水域にあっては、その維持に

努めること。 

・土壌の汚染に係る環境基準が早期

に達成されることが見込まれな

い場合にあっては、必要な措置を

講じ、土壌汚染に起因する環境影

響を防止すること。 

水質（水底

の底質を除

く。） 

1pg-TEQ/L 以下 公共用水域および地下水につ

いて適用する。 

水底の底質 150pg-TEQ/g 以下 公共用水域の水底の底質につ

いて適用する。 

土壌 1,000pg-TEQ/g 以下 廃棄物の埋立地その他の場所

であって、外部から適切に区

別されている施設に係る土壌

については適用しない。 

備考： 

1.基準値は、2,3,7,8−四塩化ジベンゾ−パラ−ジオキシンの毒性に換算した値とする。 

2.大気及び水質（水底の底質を除く。）の基準値は、年間平均値とする。 

3.土壌中に含まれるダイオキシン類をソックスレー抽出又は高圧流体抽出し、高分解能ガスクロマトグ

ラフ質量分析計、ガスクロマトグラフ四重極形質量分析計又はガスクロマトグラフ三次元四重極形質

量分析計により測定する方法（この表の土壌の欄に掲げる測定方法を除く。以下「簡易測定方法」と

いう。）により測定した値（以下「簡易測定値」という。）に 2 を乗じた値を上限、簡易測定値に 0.5

を乗じた値を下限とし、その範囲内の値をこの表の土壌の欄に掲げる測定方法により測定した値とみ

なす。 

4.土壌にあっては、環境基準が達成されている場合であって、土壌中のダイオキシン類の量が 250pg-

TEQ/g 以上の場合（簡易測定方法により測定した場合にあっては、簡易測定値に 2 を乗じた値が 250pg- 

TEQ/g 以上の場合）には、必要な調査を実施することとする。 

資料：「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基準

について」（平成 11 年環境庁告示第 68 号） 
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 規制基準等 

 大気汚染 

硫黄酸化物の一般排出基準は、「大気汚染防止法施行規則」（昭和 46 年厚生省・通商産業省令

第 1号）に基づき、地域の区分ごとに排出基準（K値）が定められており、朝日町は 17.5となっ

ている。 

また、ばいじん及び有害物質の一般排出基準は、｢大気汚染防止法｣（昭和 43 年法律第 97 号、

最終改正：令和 4年法律第 68号）に基づき、発生施設の種類、規模ごとに排出基準値が定められ

ているが、本事業ではそれらが適用されるばい煙発生施設は設置しない。 

 

 騒音 

騒音の規制に関しては、「騒音規制法」（昭和 43年法律第 98号、最終改正：令和 4年法律第

68号）に基づき、特定工場等において発生する騒音の規制に関する基準、特定建設作業に伴って

発生する騒音の規制に関する基準、自動車騒音の限度（要請限度）が定められている。また、「富

山県公害防止条例施行規則」（昭和 45年富山県規則第 30号）に基づき、特定工場等において発

生する騒音の規制に関する基準が定められている。それらの基準は表 3.2-27～表 3.2-29 に示

すとおりである。 

対象事業実施区域が位置する用途地域の指定がない地域は、富山県公害防止条例に基づく特定

工場等において発生する騒音の規制に関する基準の「その他の区域」が適用される。 
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表 3.2-27(1) 特定工場等において発生する騒音の規制に関する基準 

区域の区分 

左記の区分に対応する規制基準（単位 デシベル） 

昼間 朝・夕 夜間 

午前 8 時から午後 7 時まで 
午前 6 時から午前 8 時まで及び 

午後 7 時から午後 10 時まで 

午後 10 時から翌日午前 6 時 

まで 

第 1 種区域 45 40 40 

第 2 種区域 55 45 40 

第 3 種区域 65 60 50 

第 4 種区域 70 65 63 

(1) 第 1 種区域又は第 2 種区域に接する第 4 種区域の当該接する境界線から当該第 4 種区域内へ 50 メートルの範囲

内における基準は、上の表の第 4 種区域の基準にかかわらず、昼間にあっては 65 デシベル、朝夕にあっては 60 デシ

ベル、夜間にあっては 55 デシベルとする。 

 

(2) 第 2 種区域、第 3 種区域及び第 4 種区域内に所在する学校教育法(昭和 22 年法律第 26 号)第 1 条に規定する学

校、児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)第 7 条第 1 項に規定する保育所、医療法(昭和 23 年法律第 205 号)第 1 条の 5

第 1 項に規定する病院及び同条第 2 項に規定する診療所のうち患者を入院させるための施設を有するもの、図書館法

(昭和 25 年法律第 118 号)第 2 条第 1 項に規定する図書館、老人福祉法(昭和 38 年法律第 133 号)第 5 条の 3 に規定す

る特別養護老人ホーム並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律(平成 18 年法

律第 77 号)第 2 条第 7 項に規定する幼保連携型認定こども園の敷地の周囲 50 メートルの区域内における規制基準は、

上の表に掲げるそれぞれの基準にかかわらず、同表に掲げるそれぞれの基準(第 2 種区域の夜間の基準を除く。)から 5

デシベルを減じた値とする。 

 

備考： 

1.規制地域 

別表の町名の欄に掲げる町の区域のうち、同表の基準日の欄に掲げる日において都市計画法(昭和 43 年法律第 100

号)第 2 章の規定による都市計画に定められている同法第 8条第 1 項第 1 号に掲げる第 1種低層住居専用地域、第 2 種

低層住居専用地域、第 1 種中高層住居専用地域、第 2 種中高層住居専用地域、第 1 種住居地域、第 2 種住居地域、準住

居地域、田園住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域及び工業専用地域(当該工業専用地域の境界

線から当該工業専用地域内へ 50 メートルの範囲内の区域に限る。)。ただし、同法第 8 条第 1 項第 7 号に掲げる風致

地区を除く。 

 

別表 

町名 基準日 

上市町 平成 30年 4月 1 日 

立山町 同上 

入善町 同上 

朝日町 同上 

 

2.第 1 種区域、第 2 種区域、第 3 種区域及び第 4 種区域とは、前表の地域のうち次に掲げる区域をいう。 

区分 区域 

第 1 種区域 
平成 30 年 4 月 1 日における都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種低層住居専用

地域、第 2 種低層住居専用地域及び田園住居地域 

第 2 種区域 
平成 30 年 4 月 1 日における都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種中高層住居専

用地域、第 2 種中高層住居専用地域、第 1 種住居地域、第 2 種住居地域及び準住居地域 

第 3 種区域 
平成 30 年 4 月 1 日における都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる近隣商業地域、商業

地域及び準工業地域 

第 4 種区域 

平成 30 年 4 月 1 日における都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる工業地域及び工業専

用地域(当該工業専用地域の境界線から当該工業専用地域内へ 50 メートルの範囲内の区

域に限る。) 
 

資料：「騒音規制法に基づく騒音について規制する地域の指定等について」（昭和 48 年富山県告示第 1135 号）  



3-158 

(220) 62 

表 3.2-27(2) 富山県公害防止条例に基づく特定工場等において発生する騒音の規制基準 

区域の区分 

左記の区分に対応する規制基準（単位 デシベル） 

昼間 朝・夕 夜間 

午前 8 時から午後 7 時まで 
午前 6 時から午前 8 時まで

及び 

午後 7 時から 10 時まで 

午後 10 時から翌日午前 6 時 

まで 

第 1 種区域 45 40 40 

第 2 種区域 55 45 40 

第 3 種区域 65 60 50 

第 4 種区域 70 65 63 

その他の区域 60 55 50 

(1) 第 1 種区域又は第 2 種区域に接する第 4 種区域の当該接する境界線から当該第 4 種区域内へ 50 メートルの範囲

内における基準は、上の表の第 4 種区域の基準にかかわらず昼間 65 デシベル、朝夕 60デシベル、夜間 55 デシベルと

する。 

 

(2) 第 2 種区域、第 3 種区域及び第 4 種区域内に所在する学校教育法(昭和 22 年法律第 26 号)第 1 条に規定する学

校、児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)第 7 条第 1 項に規定する保育所、医療法(昭和 23 年法律第 205 号)第 1 条の 5

第 1 項に規定する病院及び同条第 2 項に規定する診療所のうち患者を入院させるための施設を有するもの、図書館法

(昭和 25 年法律第 118 号)第 2 条第 1 項に規定する図書館、老人福祉法(昭和 38 年法律第 133 号)第 5 条の 3 に規定す

る特別養護老人ホーム並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律(平成 18 年法

律第 77号)第 2条第 7項に規定する幼保連携型認定こども園の敷地の周囲おおむね 50メートルの区域内における基準

は、上の表に掲げるそれぞれの基準にかかわらず同表に掲げるそれぞれの基準(第 2 種区域の夜間の基準を除く。)か

ら 5 デシベルを減じた値とする。 

 

備考： 

第 1 種区域、第 2 種区域、第 3 種区域及び第 4 種区域とは、前表の地域のうち次に掲げる区域をいう。 

区分 区域 

第 1 種区域 
平成 30 年 4 月 1 日における都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種低層住居専用

地域、第 2 種低層住居専用地域及び田園住居地域 

第 2 種区域 
平成 30 年 4 月 1 日における都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種中高層住居専

用地域、第 2 種中高層住居専用地域、第 1 種住居地域、第 2 種住居地域及び準住居地域 

第 3 種区域 
平成 30 年 4 月 1 日における都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる近隣商業地域、商業

地域及び準工業地域 

第 4 種区域 

平成 30 年 4 月 1 日における都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる工業地域及び工業専

用地域(当該工業専用地域の境界線から当該工業専用地域内へ 50 メートルの範囲内の区域

に限る。) 

その他の区域 前各号に掲げる区域を除くすべての地域 
 

資料：「富山県公害防止条例施行規則」（昭和 45 年富山県規則第 30 号） 
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表 3.2-28 特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準 

区域の区分 基準値 作業禁止時間 最大作業時間数 最大連続作業日数 作業禁止日 

1 号区域 

85dB 以下 

午後 7 時から翌日の 

午前 7 時まで 

10 時間を 

超えないこと 
連続して 6 日以内 

日曜日、 

その他の休日 
2 号区域 

午後 10 時から翌日の 

午前 6 時まで 

14 時間を 

超えないこと 

1.区域の区分は、次の地域区分による。 

第 1 号区域：第 1 種区域、第 2 種区域及び第 3 種区域の全域並びに第 4 種区域の内当該区域内に所在する(ｱ)学校、

(ｲ)保育所、(ｳ)病院及患者を入院させるための施設を有する診療所、(ｴ)図書館、(ｵ)特別養護老人ホー

ム、(ｶ)幼保連携型認定こども園の敷地の周囲 80 メートルの区域内(昭 48 県告 1135) 

第 2 号区域：第 1 号区域以外の規制地域 

2.特定建設作業には、当該作業がその作業を開始した日に終わる場合を除く。 

3.規制基準については、災害その他非常の事態の発生により当該特定建設作業を緊急に行う必要がある場合、人の生命

又は身体に対する危険を防止するため特に当該特定建設作業を行う必要がある場合、その他の法令で許可された時間帯

に当該特定建設作業を行う場合等、一定の条件に該当する場合は上記の基準は適用されない。 

 

備考： 

1.規制地域 

別表の町名の欄に掲げる町の区域のうち、同表の基準日の欄に掲げる日において都市計画法(昭和 43年法律第 100号)

第 2 章の規定による都市計画に定められている同法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低層

住居専用地域、第 1 種中高層住居専用地域、第 2 種中高層住居専用地域、第 1 種住居地域、第 2 種住居地域、準住居地

域、田園住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域及び工業専用地域(当該工業専用地域の境界線から

当該工業専用地域内へ 50 メートルの範囲内の区域に限る。)。ただし、同法第 8 条第 1 項第 7 号に掲げる風致地区を除

く。 

 

別表 

町名 基準日 

上市町 平成 30年 4月 1 日 

立山町 同上 

入善町 同上 

朝日町 同上 

 

2.第 1 種区域、第 2 種区域、第 3 種区域及び第 4 種区域とは、前表の地域のうち次に掲げる区域をいう。 

区分 区域 

第 1 種区域 
平成 30 年 4 月 1 日における都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種低層住居専用

地域、第 2 種低層住居専用地域及び田園住居地域 

第 2 種区域 
平成 30 年 4 月 1 日における都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種中高層住居専

用地域、第 2 種中高層住居専用地域、第 1 種住居地域、第 2 種住居地域及び準住居地域 

第 3 種区域 
平成 30 年 4 月 1 日における都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる近隣商業地域、商業

地域及び準工業地域 

第 4 種区域 

平成 30 年 4 月 1 日における都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる工業地域及び工業専

用地域(当該工業専用地域の境界線から当該工業専用地域内へ 50 メートルの範囲内の区

域に限る。) 
 

資料：「特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準」（昭和 43 年厚生省・建設省告示第 1 号） 

「騒音規制法に基づく騒音について規制する地域の指定等について」（昭和 48 年富山県告示第 1135 号） 
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表 3.2-29 自動車騒音の要請限度 

（単位 デシベル） 

区域の区分 
昼間 

（午前 6 時から 
午後 10 時まで） 

夜間 
（午後 10 時から翌
日の午前 6 時ま

で） 

a 区域及び b 区域のうち一車線を有する道路に面する区域 65 55 

a 区域のうち二車線以上の車線を有する道路に面する区域 70 65 

b 区域のうち二車線以上の車線を有する道路に面する区域 

c 区域のうち車線を有する道路に面する区域 
75 70 

上記に掲げる区域のうち幹線交通を担う道路に近接する区域（二車線以下の車線を有する道路の場合は道路の敷地の

境界線から 15 メートル、二車線を超える車線を有する道路の場合は道路の敷地の境界線から 20 メートルまでの範囲を

いう。）に係る限度は、前条の規定にかかわらず、昼間においては 75 デシベル、夜間においては 70 デシベルとする。 

 

備考： 

1.適用地域 

 騒音規制法の指定地域内とする。 

2.区域は「騒音規制法第 17 条第 1 項の規定に基づく指定地域内における自動車騒音の限度を定める省令別表の備考の

区域について(平成 12 年富山県告示第 227 号)」で次のとおり定めている。 

区域の区分 区域 

a 区域 
第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低層住居専用地域、第 1 種中高層住居専用地域、第 2 種中

高層住居専用地域及び田園住居地域 

b 区域 第 1 種住居地域、第 2 種住居地域及び準住居地域 

c 区域 
近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域及び工業専用地域(当該工業専用地域の境

界線から当該工業専用地域内へ 50 メートルの範囲内の区域に限る。) 

資料：「騒音規制法第 17 条第 1 項の規定に基づく指定地域内における自動車騒音の限度を定める省令」（平成 12 年総理

府令第 15 号） 

「騒音規制法第 17 条第 1 項の規定に基づく指定地域内における自動車騒音の限度を定める省令別表の備考の区域

について」（平成 12 年富山県告示第 227 号） 
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 振動 

振動の規制に関しては、「振動規制法」（昭和 51年法律第 64号、最終改正：令和 4年法律第

68号）に基づき、特定工場等において発生する振動の規制基準、特定建設作業に伴って発生する

振動の規制基準、道路交通振動の限度（要請限度）が指定地域に限り定められており、それらの

基準は表 3.2-30～表 3.2-32に示すとおりである。 

対象事業実施区域が位置する用途地域の指定がない地域は、｢振動規制法に基づく地域の指定

等について｣（昭和 53年富山県告示第 360号）により規制区域から除外されており、規制基準は

適用されない。 

 

表 3.2-30 特定工場等において発生する振動の規制基準 

区域の区分 
左記の区分に対応する時間の区分ごとの規制基準（単位 デシベル） 

昼間 
（午前 8 時から午後 7 時まで） 

夜間 
（午後 7 時から翌日の午前 8 時まで） 

第 1 種区域 60 55 

第 2 種区域(1) 65 60 

第 2 種区域(2) 70 65 

次に掲げる区域内における基準は、上の表に掲げるそれぞれの基準にかかわらず、同表に掲げるそれぞれの基準

から 5 デシベルを減じた値とする。 

(1) 第 1 種区域、第 2 種区域(1)及び第 2 種区域(2)内に所在する学校教育法(昭和 22 年法律第 26 号)第 1 条に規

定する学校、児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)第 7 条第 1 項に規定する保育所、医療法(昭和 23 年法律第 205

号)第 1 条の 5 第 1 項に規定する病院及び同条第 2 項に規定する診療所のうち患者を入院させるための施設を有す

るもの、図書館法(昭和 25 年法律第 118 号)第 2 条第 1 項に規定する図書館、老人福祉法(昭和 38 年法律第 133 号)

第 5 条の 3 に規定する特別養護老人ホーム並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関

する法律(平成 18年法律第 77号)第 2条第 7項に規定する幼保連携型認定こども園の敷地の周囲 50メートルの区域 

(2) 第 1 種区域に接する第 2 種区域(2)の当該接する境界線から当該第 2 種区域(2)内へ 50 メートルの範囲内の

区域((1)に掲げる区域を除く。) 

 

備考： 

1.指定区域 

別表の町名の欄に掲げる町の区域のうち、同表の基準日の欄に掲げる日において都市計画法(昭和 43年法律第 100

号)第 2 章の規定による都市計画に定められている同法第 8条第 1 項第 1 号に掲げる第 1種低層住居専用地域、第 2

種低層住居専用地域、第 1 種中高層住居専用地域、第 2 種中高層住居専用地域、第 1 種住居地域、第 2 種住居地域、

準住居地域、田園住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域及び工業専用地域(当該工業専用地域

の境界線から当該工業専用地域内へ 50 メートルの範囲内の区域に限る。)。ただし、同法第 8 条第 1 項第 7 号に掲

げる風致地区を除く。 

 

別表 

町名 基準日 

上市町 平成 30年 4月 1 日 

立山町 同上 

入善町 同上 

朝日町 同上 

 

2.第 1 種区域、第 2 種区域(1)及び第 2 種区域(2)とは、前表の指定地域のうち次に掲げる区域をいう。 

区分 区域 

第 1 種区域 

平成 30 年 4 月 1 日における都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種低層住居専用

地域、第 2 種低層住居専用地域、第 1 種中高層住居専用地域、第 2 種中高層住居専用地域、

第 1 種住居地域、第 2 種住居地域、準住居地域及び田園住居地域 

第 2 種区域(1) 
平成 30 年 4 月 1 日における都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる近隣商業地域、商業

地域及び準工業地域 

第 2 種区域(2) 平成 30年 4月 1 日における都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる工業地域 
 

資料：｢振動規制法に基づく地域の指定等について｣（昭和 53 年富山県告示第 360 号） 



3-162 

(224) 62 

表 3.2-31 特定建設作業に伴って発生する振動の規制基準 

区域の区分 基準値 作業禁止時間 最大作業時間数 最大連続作業日数 作業禁止日 

第 1 号区域 

75dB 以下 

午後 7 時から翌日の 

午前 7 時まで 

10 時間を 

超えないこと 
連続 6 日以内 

日曜日、 

その他の休日 
第 2 号区域 

午後 10 時から翌日の 

午前 6 時まで 

14 時間を 

超えないこと 

区域の区分は、次の地域区分による。 

第 1 号区域 

(1) 指定地域のうち平成 30 年 4 月 1 日における都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種低層住居専用地

域、第 2 種低層住居専用地域、第 1 種中高層住居専用地域、第 2 種中高層住居専用地域、第 1 種住居地域、第 2 種住

居地域、準住居地域、田園住居地域、近隣商業地域、商業地域及び準工業地域 

(2) 指定地域の平成 30 年 4 月 1 日における都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる工業地域のうち、当該区域内

に所在する学校教育法第 1 条に規定する学校、児童福祉法第 7 条第 1 項に規定する保育所、医療法第 1 条の 5 第 1 項

に規定する病院及び同条第 2 項に規定する診療所のうち患者を入院させるための施設を有するもの、図書館法第 2 条

第 1 項に規定する図書館、老人福祉法第 5 条の 3 に規定する特別養護老人ホーム並びに就学前の子どもに関する教育、

保育等の総合的な提供の推進に関する法律第 2 条第 7 項に規定する幼保連携型認定こども園の敷地の周囲 80 メート

ルの区域 

第 2 号区域 

第 1 号区域以外の指定地域 

 

備考： 

指定地域 

別表の町名の欄に掲げる町の区域のうち、同表の基準日の欄に掲げる日において都市計画法(昭和 43 年法律第 100

号)第 2 章の規定による都市計画に定められている同法第 8条第 1 項第 1 号に掲げる第 1種低層住居専用地域、第 2 種

低層住居専用地域、第 1 種中高層住居専用地域、第 2 種中高層住居専用地域、第 1 種住居地域、第 2 種住居地域、準

住居地域、田園住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域及び工業専用地域(当該工業専用地域の境

界線から当該工業専用地域内へ 50 メートルの範囲内の区域に限る。)。ただし、同法第 8 条第 1 項第 7 号に掲げる風

致地区を除く。 

 

別表 

町名 基準日 

上市町 平成 30年 4月 1 日 

立山町 同上 

入善町 同上 

朝日町 同上 
 

資料：｢振動規制法施行規則｣（昭和 51 年総理府令第 58 号） 

｢振動規制法に基づく地域の指定等について｣（昭和 53 年富山県告示第 360 号） 
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表 3.2-32 道路交通振動に係る要請限度 

（単位 デシベル） 

区域の区分 
昼間 

（午前 8 時から午後 7 時まで） 
夜間 

（午後 7 時から翌日の午前 8 時まで） 

第 1 種区域 65 60 

第 2 種区域 70 65 

1.指定地域 

別表の町名の欄に掲げる町の区域のうち、同表の基準日の欄に掲げる日において都市計画法(昭和 43 年法律第 100

号)第 2 章の規定による都市計画に定められている同法第 8条第 1 項第 1 号に掲げる第 1種低層住居専用地域、第 2 種

低層住居専用地域、第 1 種中高層住居専用地域、第 2 種中高層住居専用地域、第 1 種住居地域、第 2 種住居地域、準

住居地域、田園住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域。ただし、同法第 8 条第 1 項第 7 号に

掲げる風致地区を除く。 

 

別表 

町名 基準日 

上市町 平成 30年 4月 1 日 

立山町 同上 

入善町 同上 

朝日町 同上 

 

2.第 1 種区域、第 2 種区域(1)及び第 2 種区域(2)とは、前表の指定地域のうち次に掲げる区域をいう。 

区分 区域 

第 1 種区域 

平成 30 年 4 月 1 日における都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種低層住居専用

地域、第 2 種低層住居専用地域、第 1 種中高層住居専用地域、第 2 種中高層住居専用地域、

第 1 種住居地域、第 2 種住居地域、準住居地域及び田園住居地域 

第 2 種区域 
平成 30 年 4 月 1 日における都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる近隣商業地域、商業

地域、準工業地域及び工業地域 
 

資料：｢振動規制法施行規則｣（昭和 51 年総理府令第 58 号） 

｢振動規制法に基づく地域の指定等について｣（昭和 53 年富山県告示第 360 号） 

 

 水質汚濁 

工場・事業場からの排水に関しては、「水質汚濁防止法」（昭和 45 年法律第 138 号、最終改

正：令和 4 年法律第 68 号）に基づき、全国一律の排水基準が定められている。また、富山県で

は、「大気汚染防止法に基づく排出基準及び水質汚濁防止法に基づく排水基準を定める条例」（昭

和 46年富山県条例第 34号）により、範囲を定めて水質汚濁防止法第 3条第 1項の排水基準にか

えて適用すべき同項の排水基準で定める許容限度よりきびしい許容限度（上乗せ排水基準）を定

めている。排水基準（有害物質）は富山県全域で上乗せ基準が定められており、排水基準（生活

環境項目）は対象事業実施区域の周辺水域（木流川、笹川、境川及びこれらに流入する公共用水

域並びに富山湾海域）で上乗せ基準が定められている。排水基準は表 3.2-33に示すとおりであ

る。 

なお、本事業においては、これらが適用される特定施設は設置しない。  
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表 3.2-33(1) 排水基準（有害物質） 

有害物質の種類 

許容限度 

水質汚濁防止法 

による排水基準 

昭和 46 年県条例第 34 号による上乗

せ基準（排水量 100,000m3/日以上） 

カドミウム及びその化合物 0.03mg/L 0.01mg/L 

シアン化合物 1mg/L 0.1mg/L※ 

有機燐化合物 

（ﾊﾟﾗﾁｵﾝ、ﾒﾁﾙﾊﾟﾗﾁｵﾝ、ﾒﾁﾙｼﾞﾒﾄﾝ及び EPN に限る。） 
1mg/L － 

鉛及びその化合物 0.1mg/L － 

六価クロム化合物 0.2mg/L － 

砒素及びその化合物 0.1mg/L 0.05mg/L 

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 0.005mg/L － 

アルキル水銀化合物 
検出されないこ

と 
－ 

ポリ塩化ビフェニル 0.003mg/L － 

トリクロロエチレン 0.1mg/L － 

テトラクロロエチレン 0.1mg/L － 

ジクロロメタン 0.2mg/L － 

四塩化炭素 0.02mg/L － 

1,2-ジクロロエタン 0.04mg/L － 

1,1-ジクロロエチレン 1mg/L － 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.4mg/L － 

1,1,1-トリクロロエタン 3mg/L － 

1,1,2-トリクロロエタン 0.06mg/L － 

1,3-ジクロロプロペン 0.02mg/L － 

チウラム 0.06mg/L － 

シマジン 0.03mg/L － 

チオベンカルブ 0.2mg/L － 

ベンゼン 0.1mg/L － 

セレン及びその化合物 0.1mg/L － 

ほう素及び 

その化合物 
海域以外の公共用水域に排出されるもの 10mg/L － 

海域に排出されるもの 230mg/L － 

ふっ素及び 

その化合物 
海域以外の公共用水域に排出されるもの 8mg/L － 

海域に排出されるもの 15mg/L － 

アンモニア、ア

ンモニウム化

合物、亜硝酸及

び硝酸化合物 

アンモニア性窒素に 0.4 を乗じたもの、

亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素の合計量 
100mg/L － 

1,4-ジオキサン 0.5mg/L － 

※シアン化合物については、排水量に応じて、更に上乗せ基準が設定されている。（排水量 50,000m3/日以上 100,000m3/日未満の時

に 0.3mg/L、排水量 10,000m3/日以上 50,000m3/日未満の時に 0.5mg/L） 

備考： 

1.「検出されないこと」とは、第 2 条の規定に基づき環境大臣が定める方法により排出水の汚染状態を検定した場合において、

その結果が当該検定方法の定量限界を下回ることをいう。 

2.砒素及びその化合物についての排水基準は、水質汚濁防止法施行令及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改

正する政令（昭和 49 年政令第 363 号）の施行の際、現にゆう出している温泉（温泉法（昭和 23 年法律第 125 号）第 2 条第 1

項に規定するものをいう。以下同じ。）を利用する旅館業に属する事業場に係る排出水については、当分の間、適用しない。 

資料：「排水基準を定める省令」（昭和 46 年総理府令第 35 号） 

「大気汚染防止法に基づく排出基準及び水質汚濁防止法に基づく排水基準を定める条例」（昭和 46 年富山県条例

第 34 号） 



3-165 

(227) 62 

表 3.2-33(2) 排水基準（生活環境項目） 

項目 

許容限度 

水質汚濁防止法 

による排水基準 

昭和 46 年県条例第 34 号に

よる上乗せ基準 

（昭和 51年 4月 1 日の後

において新たに設置される

工場又は事業場で、 

一般地域に所在するもの） 

水素イオン濃度

（pH） 

海域以外に排出する場合 5.8 以上 8.6 以下  

海域に排出する場合 5.0 以上 9.0 以下  

生物化学的酸素要求量（BOD） 
160mg/L 

（日間平均 120mg/L） 

25mg/L 

（日間平均 20mg/L） 

化学的酸素要求量（COD） 
160mg/L 

（日間平均 120mg/L） 

25mg/L 

（日間平均 20mg/L） 

浮遊物質量（SS） 
200mg/L 

（日間平均 150mg/L） 

90mg/L 

（日間平均 70mg/L） 

ノルマルヘキサン

抽出物質含有量 

鉱油類含有量 5mg/L － 

動植物油脂類含有量 30mg/L 15mg/L 

フェノール類含有量 5mg/L － 

銅含有量 3mg/L － 

亜鉛含有量 2mg/L － 

溶解性鉄含有量 10mg/L － 

溶解性マンガン含有量 10mg/L － 

クロム含有量 2mg/L － 

大腸菌数 日間平均 800CFU/mL － 

窒素含有量 120mg/L（日間平均 60mg/L） － 

燐含有量 16mg/L（日間平均 8mg/L） － 

備考： 

1. 「日間平均」による許容限度は、1 日の排出水の平均的な汚染状態について定めたものである。 

2. この表に掲げる排水基準は、1 日当たりの平均的な排出水の量が 50m3以上である工場又は事業場に係る排出水に

ついて適用する。 

3. 水素イオン濃度及び溶解性鉄含有量についての排水基準は、硫黄鉱業（硫黄と共存する硫化鉄鉱を掘採する鉱業

を含む。）に属する工場又は事業場に係る排出水については適用しない。 

4. 水素イオン濃度、銅含有量、亜鉛含有量、溶解性鉄含有量、溶解性マンガン含有量及びクロム含有量についての

排水基準は、水質汚濁防止法施行令及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正する政令の施行

の際現にゆう出している温泉を利用する旅館業に属する事業場に係る排出水については､当分の間､適用しない。 

5. 生物化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼以外の公共用水域に排出される排出水に限って適用

し、化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼に排出される排出水に限って適用する。 

6. 窒素含有量についての排水基準は、窒素が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある湖沼とし

て環境大臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある海域（湖沼であって水の

塩素イオン含有量が 9,000 ㎎/L を超えるものを含む。以下同じ。）として環境大臣が定める海域及びこれらに

流入する公共用水域に排出される排出水に限って適用する。 

7. 燐含有量についての排水基準は、燐が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある湖沼として環

境大臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある海域として環境大臣が定める

海域及びこれらに流入する公共用水域に排出される排出水に限って適用する。 

※「環境大臣が定める湖沼」＝昭 60 環告 27（窒素含有量又は燐含有量についての排水基準に係る湖沼） 

※「環境大臣が定める海域」＝平 5 環告 67（窒素含有量又は燐含有量についての排水基準に係る海域） 

資料：「排水基準を定める省令」（昭和 46 年総理府令第 35 号） 

「大気汚染防止法に基づく排出基準及び水質汚濁防止法に基づく排水基準を定める条例」（昭和 46 年富山県条例

第 34 号） 
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 悪臭 

悪臭の規制に関しては、｢悪臭防止法｣（昭和 46年法律第 91号、最終改正：令和 4年法律第 68

号）第 3条及び第 4条に基づき、事業場における事業活動に伴って発生する悪臭原因物の排出基

準について、都道府県知事（市の区域内の地域については、市長）が規制地域を指定するととも

に、特定悪臭物質の濃度及び臭気指数のいずれかの方法を採用し、当該指定地域に係る規制基準

を定めることになっている。富山県は濃度による規制を行っている。敷地境界における基準は表 

3.2-34に示すとおりである。 

本事業では悪臭原因物質を発生させるような事業活動は実施しない。 

 

表 3.2-34 事業場の敷地の境界線の地表における規制基準 

特定悪臭物質の種類 
規制基準 

工業専用地域 その他の用途地域 

アンモニア 2ppm 1ppm 

メチルメルカプタン 0.004ppm 0.002ppm 

硫化水素 0.06ppm 0.02ppm 

硫化メチル 0.05ppm 0.01ppm 

二硫化メチル 0.03ppm 0.009ppm 

トリメチルアミン 0.02ppm 0.005ppm 

アセトアルデヒド 0.1ppm 0.05ppm 

プロピオンアルデヒド 0.1ppm 0.05ppm 

ノルマルブチルアルデヒド 0.03ppm 0.009ppm 

イソブチルアルデヒド 0.07ppm 0.02ppm 

ノルマルバレルアルデヒド 0.02ppm 0.009ppm 

イソバレルアルデヒド 0.006ppm 0.003ppm 

イソブタノール 4ppm 0.9ppm 

酢酸エチル 7ppm 3ppm 

メチルイソブチルケトン 3ppm 1ppm 

トルエン 30ppm 10ppm 

スチレン 0.8ppm 0.4ppm 

キシレン 2ppm 1ppm 

プロピオン酸 0.07ppm 0.03ppm 

ノルマル酪酸 0.002ppm 0.001ppm 

ノルマル吉草酸 0.002ppm 0.0009ppm 

イソ吉草酸 0.004ppm 0.001ppm 

注：（区域の区分） 

工業専用地域  ：別表の町名の欄に掲げる町の区域のうち、規制地域のうち都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる

工業専用地域をいう。 

その他の用途地域：別表の町名の欄に掲げる町の区域のうち、規制地域のうち工業専用地域以外の区域をいう。 

別表 

町名 基準日 

上市町 平成 30年 4月 1 日 

立山町 同上 

入善町 同上 

朝日町 同上 

 

（気体排出施設の排出口における規制基準） 

ア 次の式により算出した特定悪臭物質(メチルメルカプタン、硫化メチル、二硫化メチル、アセトアルデヒド、スチレ

ン、プロピオン酸、ノルマル酪酸、ノルマル吉草酸及びイソ吉草酸を除く。以下同じ。)の流量とする。 

q＝0.108×He2・Cm 

〔この式において、q、He 及び Cm は、それぞれ次の値を表わすものとする。 

q 流量(単位温度零度、圧力 1 気圧の状態に換算した立方メートル毎時) 

He イに規定する方法により補正された排出口の高さ(単位 メートル) 

Cm 前号に規定する特定悪臭物質の値(単位 100 万分率) 

イに規定する方法により補正された排出口の高さが 5 メートル未満となる場合については、この式は、適用しない

ものとする。〕 
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イ 排出口の高さの補正は、次の算式により行なうものとする。 

He＝Ho＋0.65(Hm＋Ht) 

Hm＝((0.795√(Q・V))／(1＋(2.58／V))) 

Ht＝2.01×10－3・Q・(T－288)・(2.30logJ＋(1／J)-1) 

J＝(1／√(Q・V))(1460－296×(V／(T－288)))＋1 

〔これらの式において、He、Ho、Q、V 及び T は、それぞれ次の値を表わすものとする。 

He 補正された排出口の高さ(単位 メートル) 

Ho 排出口の実高さ(単位 メートル) 

Q 温度 15 度における排出ガスの流量(単位 立方メートル毎秒) 

V 排出ガスの排出速度(単位 メートル毎秒) 

T 排出ガスの温度(単位 絶対温度)〕 

 

（排出水に含まれる特定悪臭物質の事業場の敷地外における規制基準） 

次の式により算出した特定悪臭物質(アンモニア、トリメチルアミン、アセトアルデヒド、プロピオンアルデヒド、ノル

マルブチルアルデヒド、イソブチルアルデヒド、ノルマルバレルアルデヒド、イソバレルアルデヒド、イソブタノール、

酢酸エチル、メチルイソブチルケトン、トルエン、スチレン、キシレン、プロピオン酸、ノルマル酪酸、ノルマル吉草酸

及びイソ吉草酸を除く。以下同じ。)の排出水中の濃度とする。ただし、メチルメルカプタンについては、算出した排出

水中の濃度の値が 1 リットルにつき 0.002 ミリグラム未満の場合に係る排出水中の濃度の許容限度は、当分の間、1 リッ

トルにつき 0.002 ミリグラムとする。 

CLm＝k×Cm 

〔この式において、CLm、k 及び Cm は、それぞれ次の値を表すものとする。 

CLm 排出水中の濃度(単位 1 リットルにつきミリグラム) 

k   別表第 2 の左欄に掲げる特定悪臭物質の種類及び同表の中欄に掲げる当該事業場から敷地外に排出される排出

水の量ごとに同表の右欄に掲げる値(単位 1 リットルにつきミリグラム) 

Cm  第 1 号に規定する特定悪臭物質の値(単位 100 万分率)〕 

資料：｢悪臭防止法に基づく規制地域の指定等について｣（昭和 48 年富山県告示第 271 号） 
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 土壌汚染 

土壌汚染の規制に関しては、｢土壌汚染対策法｣（平成 14年法律第 53号、最終改正：令和 4年

法律第 68 号）に基づく区域の指定に係る基準である、土壌溶出量基準及び土壌含有量基準が定

められており、その指定基準は表 3.2-35に示すとおりである。富山県では、土壌汚染対策法に

基づく区域指定として、要措置区域が 1件、形質変更時要届出区域が 4件指定されているが、対

象事業実施区域及びその周囲においては、土壌汚染対策法に基づく要措置区域及び形質変更時要

届出区域は存在しない。 

また、｢農用地の土壌の汚染防止等に関する法律｣（昭和 45 年法律第 139 号、最終改正：平成

23年法律第 105号）に基づく農用地土壌汚染対策地域は、対象事業実施区域及びその周囲には存

在しない。 

 

表 3.2-35(1) 土壌汚染対策法に基づく土壌溶出量基準 

特定有害物質の種類 要件 

カドミウム及びその化合物 検液 1L につきカドミウム 0.003mg 以下であること。 

六価クロム化合物 検液 1L につき六価クロム 0.05mg 以下であること。 

クロロエチレン 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 

シマジン 検液 1L につき 0.003mg 以下であること。 

シアン化合物 検液中にシアンが検出されないこと。 

チオベンカルブ 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 

四塩化炭素 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 

1,2-ジクロロエタン 検液 1L につき 0.004mg 以下であること。 

1,1-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.1mg 以下であること。 

1,2-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.04mg 以下であること。 

1,3-ジクロロプロペン 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 

ジクロロメタン 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 

水銀及びその化合物 
検液 1Lにつき水銀0.0005mg以下であり、かつ、検液中にアルキル水銀が検出

されないこと。 

セレン及びその化合物 検液 1L につきセレン 0.01mg 以下であること。 

テトラクロロエチレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

チウラム 検液 1L につき 0.006mg 以下であること。 

1,1,1-トリクロロエタン 検液 1L につき 1mg 以下であること。 

1,1,2-トリクロロエタン 検液 1L につき 0.006mg 以下であること。 

トリクロロエチレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

鉛及びその化合物 検液 1L につき鉛 0.01mg 以下であること。 

砒素及びその化合物 検液 1L につき砒素 0.01mg以下であること。 

ふっ素及びその化合物 検液 1L につきふっ素 0.8mg 以下であること。 

ベンゼン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

ほう素及びその化合物 検液 1L につきほう素 1mg以下であること。 

ポリ塩化ビフェニル 検液中に検出されないこと。 

有機燐化合物 検液中に検出されないこと。 

資料：「土壌汚染対策法施行規則」（平成 14 年環境省令第 29 号） 
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表 3.2-35(2) 土壌汚染対策法に基づく土壌含有量基準 

特定有害物質の種類 要件 

カドミウム及びその化合物 土壌 1kg につきカドミウム 45mg 以下であること。 

六価クロム化合物 土壌 1kg につき六価クロム 250mg 以下であること。 

シアン化合物 土壌 1kg につき遊離シアン 50mg 以下であること。 

水銀及びその化合物 土壌 1kg につき水銀 15mg以下であること。 

セレン及びその化合物 土壌 1kg につきセレン 150mg 以下であること。 

鉛及びその化合物 土壌 1kg につき鉛 150mg 以下であること。 

砒素及びその化合物 土壌 1kg につき砒素 150mg以下であること。 

ふっ素及びその化合物 土壌 1kg につきふっ素 4,000mg 以下であること。 

ほう素及びその化合物 土壌 1kg につきほう素 4,000mg 以下であること。 

資料：「土壌汚染対策法施行規則」（平成 14 年環境省令第 29 号） 

 

 地盤沈下 

地盤沈下においては、「工業用水法」（昭和 31 年法律第 146 号、最終改正：令和 4 年法律第

68号）及び「建築物用地下水の採取の規制に関する法律」（昭和 37年法律第 100号、最終改正：

令和 4 年法律第 68 号）に基づき地下水の採取について規制が行われているが、対象事業実施区

域及びその周囲は対象区域に指定されていない。 

また、富山県では、地下水の採取による地盤沈下等の障害を防止するため、「富山県地下水の

採取に関する条例」（昭和 51年富山県条例第 1号）により、指定地域（規制地域又は観察地域）

が設けられ、地下水の採取等の規制が定められている。なお、対象事業実施区域及びその周囲は

対象区域に指定されていない。また、「富山県地下水指針」（富山県、令和６年）により、県内

平野部全域の 17地下水区ごとの適正揚水量が定められている。 

 

 廃棄物 

廃棄物の処理等に関しては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和 45年法律第 137号、

最終改正：令和 4年法律第 68号）により、廃棄物を排出する事業者等による適正な処理、排出抑

制の徹底、適正な循環的利用の確保等が定められている。 

また、建設工事に係る資材に関しては、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平

成 12 年法律第 104 号、最終改正：令和 4 年法律第 68 号）により、コンクリート、コンクリート

及び鉄から成る建設資材、木材、アスファルト・コンクリートを使用する一定規模以上の建設工事

では、これらを分別し再資源化することが義務付けられている。 

 

 温室効果ガス 

温室効果ガスについては、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10 年法律第 117 号、

最終改正：令和 6年法律第 56号）により、事業活動に伴い相当程度多い温室効果ガスを排出する

ものとして政令で定められる「特定排出者」は、毎年度事業を所管する大臣への温室効果ガス算定

排出量の報告が義務付けられている。 

なお、「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」（昭和 54年法律第 49号、最終改正：令和

4 年法律第 68 号）の定期報告を行う事業者については、エネルギー起源二酸化炭素排出量の報告

を行うことにより、「地球温暖化対策の推進に関する法律」上の報告を行なったとみなされる。 
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 その他環境保全計画等 

 富山県環境基本条例 

富山県の環境行政の基本的方針について、「富山県環境基本条例」（平成 7年富山県条例第 46

号）に定められている。 

この条例では、環境の保全及び創造について、基本理念を定め、並びに県、市町村、事業者及

び県民の責務を明らかにするとともに、環境の保全及び創造に関する施策の基本となる事項を定

めることにより、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及

び将来の県民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的としている。 

条例の基本理念は以下のとおりである。 

 

（基本理念） 

第 3 条 環境の保全及び創造は、快適で恵み豊かな環境が人間の健康で文化的な生活に欠くことができな

いものであること及び生態系が微妙な均衡を保つことによって成り立っており、人類の存続の基盤であ

る限りある環境が、人間の活動による環境への負荷によって損なわれるおそれが生じてきていることに

かんがみ、現在及び将来の世代の人間が快適で恵み豊かな環境の恵沢を享受するとともに人類の存続の

基盤である環境が将来にわたって維持されるように適切に行われなければならない。 

2 環境の保全及び創造は、環境への負荷をできる限り低減することその他の環境の保全及び創造に関す

る行動がすべての者の公平な役割分担の下に自主的かつ積極的に行われるようになることによって、快

適で恵み豊かな環境を確保しつつ、環境への負荷の少ない健全な経済の発展を図りながら持続的に発展

することができる社会が構築されること及び科学的知見の充実の下に環境の保全上の支障が未然に防が

れることを旨として、行われなければならない。 

3 地球環境保全が人類共通の課題であるとともに県民の健康で文化的な生活を将来にわたって確保する

うえでの課題であること及び経済社会が国際的な密接な相互依存関係の中で営まれていることにかんが

み、地球環境保全は、富山県の特性を生かし、すべての者の参加と国際的な協力の下に積極的に推進さ

れなければならない。 

資料：「富山県環境基本条例」（平成 7 年富山県条例第 46号） 
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 富山県環境基本計画 

富山県では、平成 7年 12月に「環境の恵沢の享受と継承」、「持続的発展が可能な社会の構築

及び環境保全上の支障の未然防止」並びに「地球環境保全の推進」を基本理念とする「富山県環

境基本条例」を制定し、平成 10年 3月には、同条例に基づき、快適で恵み豊かな環境の保全と創

造に関する施策の基本的な考え方、長期的な目標、必要な推進事項を盛り込んだ「富山県環境基

本計画」を策定した。その後、環境を取り巻く状況の変化や新たな課題等に対応するため、平成

16年 3月及び平成 24年 3月改定され、令和 4年 3月に新しい計画を策定されている。 

令和 4年 3月の計画の目標は『水と緑に恵まれた環境が保全・創造され、人と自然が共生し

ながら、持続可能でウェルビーイング（真の幸せ）が向上した社会』で、計画期間は令和４年

度から令和 12年度となっている。計画は、分野ごとの施策及び分野横断的な施策として 6つの

施策の柱と 28の施策からなる。 

 

分野ごとの施策の推進 分野横断的な施策の推進 

第 1 節 脱炭素社会づくりの推進 第 6 節 各分野に共通する施策の推進 

 1 温室効果ガス排出削減に向けた対策（緩和策）の

推進 

2 気候変動による影響の回避・軽減（適応策）の推

進 

3 県の率先行動（新県庁エコプランの推進） 

 1 環境影響評価や開発行為における環境

配慮 

2 技術開発と調査研究の推進 

3 環境教育の推進及び体験の機会の提供

（人づくり） 

4 各主体の連携・協働によるエコライフ・

環境 

5 地域の活力が発揮されることを目指す

地域循環 

6 環日本海地域の環境保全や国際環境協

力の推進 

7 環境情報の積極的な提供 

 

第 2 節 循環型社会づくりの推進 

 1 循環型社会の実現に向けた 3R の推進 

2 循環型社会を支える安全・安心な社会基盤の整備 

3 循環型社会を目指す地域づくりの推進 

4 次世代環境産業の創出 

第 3 節 自然環境の保全 

 1 自然保護思想の普及・啓発 

2 自然とのふれあい創出 

3 自然環境保全活動の推進 

4 生物多様性の確保 

5 人と野生鳥獣との共生 

第 4 節 生活環境の保全 

 1 環境の状況の把握や環境汚染の未然防止 

2 環境改善対策等の推進 

3 県土美化活動の推進 

4 海洋ごみ・海岸漂着物対策の推進 

5 イタイイタイ病の教訓の継承と発信 

第 5 節 水資源の保全と活用 

 1 水源の保全と涵養 

2 小水力発電など水資源の有効利用と多面的活用 

3 水環境の保全 

4 水を活かした文化・産業の発展 

資料：「富山県環境基本計画」（富山県、令和 4 年 3 月） 
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 地域脱炭素化促進事業の対象となる区域（促進区域）の設定に関する富山県基準 

富山県は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10年法律第 117号、最終改正：令和

6年法律第 56号）を踏まえ、円滑な合意形成を図りながら適正に環境に配慮し、地域に貢献する

再エネ事業の導入拡大を図るため、富山県の自然的社会的条件に応じた促進区域の設定に関する

県の基準として、令和 5年 3 月に「地域脱炭素化促進事業の対象となる区域（促進区域）の設定

に関する富山県基準」を公表した。 

地域脱炭素化促進施設に係る富山県基準のうち、風力発電施設に関する基準（a.促進区域に含

めることが適切でない区域、b.促進区域の設定に当たり配慮が必要な区域、c.配慮が必要な事項、

収集すべき情報及びその収集の方法）は以下のとおりである。 

 

a. 促進区域に含めることが適切でない区域 

次の表に掲げる区域については、促進区域に含めないこと。 

 

分類 区域名 区域を定める法令・条例等 

自然環境 

・原生自然環境保全地域※  

・自然環境保全地域※ 
・自然環境保全法 

・自然環境保全地域 ・富山県自然環境保全条例 

・国立/国定公園の特別保護地区※、海域公園地区※、

第１種特別地域※、第２種特別地域 
・自然公園法 

・県立自然公園の第１種特別地域、第２種特別地域 ・富山県立自然公園条例 

生態系 

・国指定鳥獣保護区のうち特別保護地区※  

・県指定鳥獣保護区のうち特別保護地区 
・鳥獣保護管理法 

・生息地等保護区のうち管理地区※ ・種の保存法 

防災 

・砂防指定地 ・砂防法 

・地すべり防止区域 ・地すべり防止法 

・急傾斜地崩壊危険区域 ・急傾斜地崩壊防止法 

・河川区域 ・河川法 

※国の基準(「地球温暖化対策の推進に関する法律施行規則」（平成 11 年総理府令第 31号）第 5 条の 2 第 1 項第 1 号)

で促進区域を設定することができない区域として定められているものを示す。 

資料：「富山県カーボンニュートラル戦略」（富山県、令和 5 年 3 月） 
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b. 促進区域の設定に当たり配慮が必要な区域 

次の表に掲げる区域において促進区域を設定するに当たっては、地域脱炭素化促進施設の種

類、規模その他の事項に応じ、当該地域脱炭素化促進施設の整備により関係法令・条例の区域

の指定の目的の達成に支障を及ぼすおそれがあるかどうかを検討し、当該おそれがないと認め

られること、又は地方公共団体実行計画に地域の環境の保全のための取組として当該支障を回

避するために必要な措置を定めること。 

 

分類 区域名 区域を定める法令・条例等 

自然環境 
・国立/国定公園の第３種特別地域※◆、普通地域※ ・自然公園法 

・県立自然公園の第３種特別地域 ・富山県立自然公園条例 

生態系 ・生息地等保護区のうち監視地区※ ・種の保存法 

防災 ・土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域 ・土砂災害防止法 

森林 ・保安林※ ・森林法 

※国の基準（法施行規則第 5条の 2 第 1 項第 2 号）で促進区域の設定に当たり、区域の指定の目的の達成に支障を及ぼ

すおそれがあるかどうかを検討することとさ れているもの 

◆富山県の国立公園における第３種特別地域は、標高の高い急峻な山岳地が多いため、特に留意が必要 

資料：「富山県カーボンニュートラル戦略」（富山県、令和 5 年 3 月） 

 

c. 配慮が必要な事項、収集すべき情報及びその収集の方法 

促進区域の設定に当たっては、次の「環境配慮事項」について、「収集すべき情報」とその「収

集方法」に基づいて必要な情報を収集し検討を行うこと。また、検討の結果を踏まえて促進区域

を設定するとともに、促進区域で行われる事業については、「適正な配慮のための考え方」に基

づき必要な措置を講じること。 
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環境配慮事項 収集すべき情報 収集方法 適正な配慮のための考え方 

①環境の自然的構成要素の良好な状態の保持 

ア 騒音による影響 

・保全対象施設（学校、病院等）の
状況  
・住宅の分布状況・騒音に係る環境
基準  
・騒音規制法、富山県公害防止条例
に基づく規制基準 

・市町村、県担当課・教育委員会
が示す情報を確認  
・EADAS 

・地域の環境、騒音に係る環境基準、騒音規制法、富山県公害防止条
例に基づく規制基準等の情報を収集し、地域の環境保全について適正
に配慮すること。 
・風力発電機等の設置場所を調整して保全対象施設や住宅からの距
離を確保するとともに、騒音の距離減衰式を用いて騒音レベルを予測
し、必要な措置を講じること。 

イ 重要な地形及び
地質への影響 

・富山県自然環境指針において保
全 を要する地形及び地質 

・県自然担当課が示す情報を確認 

・（促進区域に厳正に保全を要する地形及び地質又は保全を要する地
形及び地質を含む場合）  
当該地形の改変を避けた事業計画とすること、又は改変面積を小さく
するほか改変による影響を避けるため保全措置を講じること。 

ウ 重要な地形及び
地質への影響 

・土砂災害警戒区域  
・土砂災害特別警戒区域  
・砂防指定地  
・地すべり防止区域 ・急傾斜地崩
壊危険区域 

・重ねるハザードマップサイト
(国土地理院)  
・富山県 GIS サイト 
・県土木センターが示す情報を確
認 

・（促進区域に土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域を含む場合、
砂防指定地・地すべり防止区域・急傾斜地崩壊危険区域が周囲に存在
する場合）  
土砂災害による影響を避けるため、必要な措置を講じること。 

エ 風車の影による
影響 

・保全対象施設（学校、病院等）の
状況  
・住宅の分布状況 

・市町村、県担当課・教育委員会
が示す情報を確認  
・EADAS 

・風車の影が保全対象施設や住宅に長時間重ならないよう風力発電
機の配置を検討すること。 

②生物の多様性の確保及び自然環境の体系的保全 

ア 動物の重要な種
及び注目すべき生息
地への影響 

・鳥獣保護区  
・注目すべき動物の生息状況  
・地域の定めのない国県指定天然
記念物の生息状況 

・富山県鳥獣保護区等位置図  
・環境省レッドリスト・レッドデ
ータブック  
・レッドデータブックとやま 
・EADAS 

・（促進区域に鳥獣保護区を含む場合）種への影響を避けるため、必
要な措置を講じること。  
・文献等を参考に、希少な動物種や重要生息地が存在する場合は、専
門家にも相談し、原則として事業区域 に含めないこと、また種への
影響を避けるため必要な措置を講じること。  
・（促進区域に国県指定天然記念物の生息地域を含む場合） 国県指
定天然記念物への影響をできる限り小さくした事業計画にすること。 

イ 植物の重要な種
および重要な群落へ
の影響 

・植生自然度の高い地域  
・注目すべき植物の生息状況 

・環境省レッドリスト・レッドデ
ータブック  
・レッドデータブックとやま  
・EADAS 

・（促進区域に植生自然度の高い区域を含む場合）種への影響を避け
るため、必要な措置を講じること。 
・文献等を参考に、希少な植物種や重要群落が存在する場合は、専門
家にも相談し、原則として事業区域に含めないこと、また種への影響
を避けるため必要な措置を講じること。 

ウ 地域を特徴づけ
る生態系への影響 

・国立公園・国定公園・県立自然公
園の該当の有無 
・重要里地里山、重要湿地 

・富山県 GIS サイト  
・環境省が示す情報を確認(重要
里地里山等)  
・EADAS 

 

 

 

 

・生態系への影響を避けるため、必要な措置を講じること。 
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環境配慮事項 収集すべき情報 収集方法 適正な配慮のための考え方 

③人と自然との豊かな触れ合いの確保 

ア 主要な眺望点及び
景観資源並びに主要な
眺 望景観への影響 

・世界文化遺産  
・風致地区  
・国宝・重要文化財の建造物  
・重要伝統的建造物群保存地区  
・国県指定史跡名勝天然記念物  
・景観づくり重点地域  
・県が指定する眺望点（とやまビュ 
ーポイント）の有無 

・市町村、県担当課が示す情報
を確認  
・県景観担当課が示す情報を
確認（景観づくり重点地 域）  
・とやまビューポイントサイ 
ト 

・事業を行う場合は、景観との調和に配慮した施設とするなど、必要
な措置を講じること。  
・特に、世界文化遺産や国宝の建造物の周辺地域においては、歴史的
文化的な景観に対する影響を極力回避・低減した事業計画とし、必要
な措置を講じること。 

イ 主要な人と自然と
の触れ合いの活動の場
への影響 

・公園、登山道、遊歩道、展望台等 の
活動の場の状況 

・県、市町村観光担当課が示す
情報を確認 

・（促進区域に人と自然との触れ合いの活動の場を含む場合）  
活動の場の利用への影響を極力回避・低減するように、必要な措置を
講じること 

④その他特に考慮が必要と判断する事項 

ア 富山県水源地域保
全条例関係 

・水源地域 
・県水源条例担当課が示す情 
報を確認(水源地域保全条例サ
イト) 

・（促進区域に水源地域を含む場合）  
水源地域の森林、取水地点、湧水地等の保全について十分に配慮する
こと。 

イ 土壌汚染対策法関
係 

・要措置区域及び形質変更時要届出 
区域 

・県、富山市土壌汚染担当課が
示す情報を確認 

・（促進区域に要措置区域及び形質変更時要届出区域を含む場合）  
汚染の拡散を防止するため、土壌汚染対策法に基づき、必要な措置を
講じること。 

ウ ダイオキシン類対
策特別措置法関係 

・ダイオキシン類土壌汚染対策地域 ・県担当課が示す情報を確認 
・（促進区域にダイオキシン類土壌汚染対策地域を含む場合）  
汚染の拡散を防止するため、ダイオキシン類土壌汚染対策計画の内容
に整合するものであること。 

エ 廃棄物処理法関係 ・最終処分場跡地の指定区域 
・県、富山市廃棄物担当課が示
す情報を確認 

・（促進区域に最終処分場跡地の指定区域を含む場合）  
廃棄物処理法で定める基準に適合するように、必要な措置を講じるこ
と。 

資料：「富山県カーボンニュートラル戦略」（富山県、令和 5 年 3 月） 
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 自然保護関係 

 自然公園法等に基づく自然公園 

対象事業実施区域及びその周囲には、「富山県立自然公園条例」（昭和 46年富山県条例第 4号）

に基づく自然公園として、「朝日県立自然公園」が指定されている。県立自然公園の指定状況は

表 3.2-36及び図 3.2-12に示すとおりである。 

また、県立自然公園の地域区分については表 3.2-37に示すとおりである。 

 

表 3.2-36 対象事業実施区域の周囲の自然公園の状況 

公園名 指定年月日 特色 
面積(陸域) 

（ha） 
関係自治体 

朝日県立 

自然公園 

昭和 48 年 

3 月 13 日 

宮崎・境海岸から、城山、黒部川支流の

北又谷に至る海岸、丘陵、渓谷、亜高山

帯と自然景観の変化に富んだ公園。城

山北端斜面は「鹿島樹叢」と呼ばれ、国

の天然記念物に指定されている。 

9,623ha 

(うち特別地域 9,355ha) 

朝日町 

資料：「令和 5 年度富山県森林・林業統計書」（富山県農林水産部、令和 7 年 9 月） 

「朝日県立自然公園」（朝日町 HP、閲覧：令和 8 年 4 月） 

 

表 3.2-37 県立自然公園の地域区分 

地域区分 

第 1 種特別地域 特別地域のうちでは風致を維持する必要性が最も高い地域であって、現在の景観を

極力保護することが必要な地域。 

第 2 種特別地域 第 1 種特別地域及び第 3 種特別地域以外の地域であって、特に農林漁業活動につい

ては努めて調整を図ることが必要な地域。 

第 3 種特別地域 特別地域のうちでは風致を維持する必要性が比較的低い地域であって、特に通常の

農林漁業活動については原則として風致の維持に影響を及ぼすおそれが少ない地

域。 

普通地域 自然公園の区域のうち特別地域に含まれない区域。 

資料：「富山県立自然公園条例」（昭和 46 年富山県条例第 4 号） 
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図 3.2-12 自然公園の指定状況  

資料：「富山県 GIS サイト」（富山県 HP、閲覧：令和 8

年 4 月） 
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 自然環境保全法等に基づく自然環境保全地域 

対象事業実施区域及びその周囲には、「自然環境保全法」（昭和 47年法律第 85号、最終改正：

令和 4 年法律第 68 号）及び「富山県自然環境保全条例」（昭和 47 年富山県条例第 39 号）に基

づく自然環境保全地域は存在しない。 

 

 世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約により指定された世界遺産 

対象事業実施区域及びその周囲には、「世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約」（平

成 4 年条約第 7 号）第 11 条 2 の世界遺産一覧表に記載された世界文化遺産及び世界自然遺産は

存在しない。 

 

 都市緑地法に基づく緑地保全地域又は特別緑地保全地区 

対象事業実施区域及びその周囲には、「都市緑地法」（昭和 48年法律第 72号、最終改正：令

和 4年法律第 68号）に基づく緑地保全地域及び特別緑地保全地区は存在しない。 

 

 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に基づく鳥獣保護区 

対象事業実施区域及びその周囲の「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」（平

成 14 年法律第 88 号、最終改正：令和 7 年法律第 28 号）に基づく鳥獣保護区の指定状況は、表 

3.2-38及び図 3.2-13に示すとおりである。対象事業実施区域の周囲では「城山鳥獣保護区」と

「大平鳥獣保護区」が指定されている。 

 

表 3.2-38 対象事業実施区域の周囲の鳥獣保護区の指定状況 

区分 地域の名称 存続期間 面積（ha） 所在地 

県 城山鳥獣保護区 
平成 28 年 11 月 1 日～ 

令和 8 年 10 月 31 日 
293 朝日町 

県 大平鳥獣保護区 
平成 28 年 11 月 1 日～ 

令和 8 年 10 月 31 日 
2,274 朝日町 

資料：「令和 7 年度富山県鳥獣保護区等位置図」（富山県、令和 7 年 11 月） 

 

 特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約により登録された湿地 

対象事業実施区域及びその周囲には、「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する

条約（ラムサール条約）」（昭和 55年条約第 28号）により登録された湿地は存在しない。 

 

 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律に基づく生息地等保護区 

対象事業実施区域及びその周囲には、「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法

律」（平成 4年法律第 75号、最終改正：令和 4年法律第 68号）に基づく生息地等保護区は存在

しない。 

 

 富山県水源地域保全条例に基づく水源地域 

対象事業実施区域及びその周囲の「富山県水源地域保全条例」（平成 25年富山県条例第 12号）

に基づく水源地域の指定状況は、図 3.2-14 に示すとおりであり、対象事業実施区域及びその周

囲に水源地域が存在する。 
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図 3.2-13 鳥獣保護区の指定状況  

資料：「令和 3 年度富山県鳥獣保護区等位置図」（富山

県、令和 3 年 11 月）、「国土数値情報 鳥獣保護区デー

タ」（国土交通省、データ作成：平成 27 年度） 
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図 3.2-14 水源地域の指定状況  

資料：「水源地域の指定について」（平成 25 年富山県告

示第 354 号） 
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 文化財関係 

 史跡・名勝・天然記念物 

対象事業実施区域及びその周囲における「文化財保護法」（昭和 25 年法律第 214 号、最終改

正：令和 4年法律第 68号）に基づく史跡、名勝及び天然記念物の指定状況は、表 3.2-39及び図 

3.2-15に示すとおりである。対象事業実施区域の周囲には、国指定天然記念物が 1件、県指定史

跡が 4件、町指定史跡が 5件、町指定名勝が 1件、町指定天然記念物が 3件存在する。 

 

表 3.2-39 対象事業実施区域の周囲の史跡、名勝、天然記念物 

指定区分 種別 名称 所在地 

国 天然記念物 宮崎鹿島樹叢 朝日町宮崎字上ノ山 

県 史跡 宮崎城跡 朝日町城山 10 

県 史跡 境関跡 朝日町境 1561 

県 史跡 境一里塚 朝日町境字東地 1873－1 

県 史跡 浜山玉つくり遺跡 朝日町宮崎字浜山 12－30 

町 史跡 板碑（陰刻五輪塔婆） 朝日町笹川淵尻 

町 史跡 小林家地神の五輪塔 朝日町笹川 

町 史跡 板碑（種子板石塔婆） 朝日町笹川 

町 史跡 芭蕉句碑 朝日町元屋敷 

町 史跡 岡与三右衛門政春墳墓 朝日町泊（松林寺） 

町 名勝 七重滝 朝日町笹川字七重ヶ滝 

町 天然記念物 妙輪寺のサルスベリ 朝日町泊（妙輪寺） 

町 天然記念物 清水寺のエドビガン 朝日町南保（清水寺） 

町 天然記念物 虎尾桜 朝日町境 

資料：「史跡・名勝・記念物」（朝日町 HP、閲覧：令和 8年 4 月） 
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図 3.2-15 対象事業実施区域の周囲の史跡・名勝・天然記念物の位置 

資料：「史跡・名勝・記念物」（朝日町 HP、閲覧：令和

8 年 4 月）、「富山県 GIS サイト」（富山県 HP、閲覧：令

和 8 年 4 月）、「朝日町の文化財」（朝日町教育委員会、

平成 31 年 3 月）、「朝日町の巨樹名木」（朝日町教育委

員会、平成 16 年 3 月） 
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 周知の埋蔵文化財包蔵地 

対象事業実施区域及びその周囲における周知の埋蔵文化財包蔵地の分布状況は、表 3.2-40及

び図 3.2-16に示すとおりで、61件存在する。周知の埋蔵文化財包蔵地として対象事業実施区域

（既設道路拡幅範囲）に「宮崎・境遺跡」、「浜山Ｂ遺跡」、「明石Ｅ遺跡」及び「明石Ｄ遺跡」

が存在する。 

 

表 3.2-40(1) 対象事業実施区域及びその周囲の周知の埋蔵文化財包蔵地 

番号 遺跡名 所在地 時代 現況 

1 境端城跡 朝日町境字上ノ山 中世 山林、耕作地 

2 境一里塚 朝日町境字東地 1873－1 近世 その他(県史跡指定地) 

3 境Ｄ遺跡 朝日町境 中世 道路 

4 池の平遺跡 朝日町池ノ平 縄文 道路、山林 

5 境関所跡 朝日町境字東池 8－1 外 平安、中世、近世 市街地、耕作地、山林、 

その他(県史跡指定地) 

6 境金剛遺跡 朝日町境 古代、中世、近世 道路、耕作地、山林 

7 下の御亭遺跡 朝日町境 近世 山林 

8 行人塚 朝日町境 不明 山林 

9 境Ｃ遺跡 朝日町境 縄文 道路、耕作地、山林 

10 境Ｂ遺跡 朝日町境 縄文 山林 

11 境堂田遺跡 朝日町境字堂田・大谷・

境 

縄文、平安、中世、近世 集落、道路、耕作地、 

その他（荒憮地、鉄道路線） 

12 境Ａ遺跡 朝日町境 縄文、弥生、古墳、古代、

中世、近世 

道路、耕作地、山林 

13 馬場山Ｅ遺跡 朝日町境字馬場 縄文 道路、山林 

14 宮崎・境遺跡 朝日町宮崎・境字馬場 縄文、古代(平安)、中世、

近世 

集落、道路、耕作地、 

その他(荒憮地) 

15 馬場山Ｆ遺跡 朝日町境字馬場 縄文、古墳、中世、近世 道路、耕作地、山林 

16 馬場山Ｄ遺跡 朝日町境字馬場 縄文、古墳、平安 道路、山林 

17 馬場山Ｇ遺跡 朝日町境字馬場 縄文、その他(不明) 道路、山林 

18 常福寺遺跡 朝日町 縄文 山林 

19 馬場山Ｈ遺跡 朝日町境字馬場 旧石器、縄文、古墳、中世、

近世、近代、その他(不明) 

道路、耕作地、山林 

20 馬場山Ｃ遺跡 朝日町境字馬場 縄文 耕作地、山林 

21 馬場山Ｂ遺跡 朝日町境字馬場 縄文 道路、耕作地、山林 

22 馬場山Ａ遺跡 朝日町境字馬場 縄文 道路、耕作地、山林 

23 浜山遺跡 朝日町宮崎字浜山 縄文、古墳 耕作地、山林、 

その他(県史跡指定地) 

24 浜山Ｂ遺跡 朝日町境字馬場 29-2 弥生、古代 道路、耕作地 

25 明石Ｅ遺跡 朝日町宮崎字明石 縄文、古墳 耕作地、山林 

26 明石Ｄ遺跡 朝日町宮崎字明石 縄文 耕作地、山林 

27 雁蔵遺跡 朝日町雁蔵 縄文 山林 

28 明石Ｃ遺跡 朝日町宮崎字明石 縄文 耕作地、山林 

29 道満遺跡 朝日町笹川字道満 縄文 集落、道路、耕作地 

30 明石Ｂ遺跡 朝日町宮崎字明石 縄文、中世 耕作地、山林 

資料：「富山県 GIS サイト」（富山県、閲覧：令和 8 年 4月） 
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表 3.2-40(2) 対象事業実施区域及びその周囲の周知の埋蔵文化財包蔵地 

番号 遺跡名 所在地 時代 現況 

31 明石Ａ遺跡 朝日町宮崎字明石 縄文、中世 耕作地、山林 

32 宮崎池田遺跡 朝日町宮崎 古代、中世 耕作地 

33 宮崎塚田遺跡 朝日町宮崎字塚田 1196 外 古代、中世、近世、近代 その他(町有地 造成地) 

34 上ノ山遺跡 朝日町宮崎字上ノ山 縄文、古代、中世、その他

(現代) 

道路、耕作地、山林 

35 中ノ沢遺跡 朝日町笹川字中ノ沢 縄文 耕作地、山林 

36 水坪Ｃ遺跡 朝日町笹川字中ノ沢 縄文 その他レジャー施設 

(キャンプ場) 

37 最禅坊跡 朝日町笹川字最禅 中世 集落、山林 

38 北野台遺跡 朝日町笹川字北野 旧石器、縄文 耕作地、山林 

39 宮崎城跡 朝日町宮崎字城山、 

元屋敷字城山 

平安、中世、近世 道路、山林、その他 

(公園 県史跡指定地) 

40 水坪Ａ遺跡 朝日町笹川字中ノ沢 縄文 耕作地、山林 

41 水坪Ｂ遺跡 朝日町笹川字中ノ沢 縄文 その他レジャー施設敷地 

42 臼ケ谷古墓 朝日町笹川字臼ケ谷 252 中世(鎌倉) 山林 

43 烏が平遺跡 朝日町笹川字菖蒲谷 縄文 山林、耕作地 

44 横尾城跡 朝日町横尾 中世 山林 

45 宮崎焼窯跡 朝日町元屋敷字亀田 近世 耕作地、山林 

46 横尾遺跡 朝日町横尾字棒の勝 縄文 耕作地、山林、河川 

47 竹ノ内遺跡 朝日町竹ﾉ内 不明 耕作地、山林 

48 清水遺跡 朝日町清水 中世 扇状地、耕作地、その他 

49 竹ノ内２遺跡 朝日町竹ﾉ内、長野 古代、中世、近世 耕作地 

50 高畠城跡 朝日町南保字大館・大苗

代 

中世 道路、山林、 

その他(境内地) 

51 越遺跡 朝日町越 縄文 耕作地、山林 

52 道下遺跡 朝日町南保 669 他 平安、中世、近世 集落、道路、耕作地 

53 沼保４遺跡 朝日町沼保 375-1 外 縄文、中世、近世 耕作地 

54 町南保遺跡 朝日町越 277 他・町南保 古代、中世、近世 道路、耕作地、 

その他(学校敷地) 

55 三浦遺跡 朝日町泊字中三坪 縄文 道路、耕作地 

56 大屋東１遺跡 朝日町泊字地廣・杉崎・

釿 

中世 道路、耕作地 

57 沼保３遺跡 朝日町沼保 552-1 外 古代、中世、近世、近代 道路、耕作地 

58 沼保２遺跡 朝日町沼保 526-1 外 古代、中世、近世 道路、耕作地 

59 大屋東２遺跡 朝日町大屋字油田・泊字

釿 

古墳、中世 道路、耕作地 

60 沼保１遺跡 朝日町沼保 848 外 古代、中世、近世 道路、耕作地 

61 大屋東３遺跡 朝日町大屋字油田、泊字

亀子、荒川字石田 

中世、近世 道路、耕作地 

資料：「富山県 GIS サイト」（富山県 HP、閲覧：令和 8 年 4 月） 
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図 3.2-16 対象事業実施区域及びその周囲の周知の埋蔵文化財包蔵地の位置  

資料：「埋蔵文化財」（富山県 HP、閲覧：令和 8 年 4 月）、

「富山県 GIS サイト」（富山県、閲覧：令和 8 年 4 月）

を加工して作成、富山県教育委員会生涯学習・文化財室

に問合せ（令和 3 年 4 月） 
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 景観関係 

 景観法に基づく景観計画区域 

対象事業実施区域及びその周囲において、「景観法」（平成 16年法律第 110号、最終改正：令

和 7年法律第 25号）に基づく景観計画区域は存在しない。朝日町及び入善町は、「景観法」に基

づく景観行政団体として指定されていないが、「第 6 次朝日町総合計画」（朝日町、令和 8 年 3

月）及び「第 7次入善町総合計画」（入善町、令和 8年 3月）において、良好な景観形成を図る

こととしている。 

富山県では、「富山県景観条例」（平成 14年富山県条例第 45号）及び「富山県景観条例施行

規則」（平成 15年富山県規則第 21号）の規定により、美しい県土を形成するための景観づくり

を総合的かつ計画的に推進するための「富山県景観づくり基本方針」（富山県、平成 15年 9月）

が策定されているほか、「富山県景観条例」（平成 14年富山県条例第 45号）に基づき、優れた

景観を眺望できる地点「ふるさと眺望点(愛称：とやまビューポイント)」（富山県、令和 3 年 3

月）を指定している。 

また、大規模行為による景観上の影響を保全するため、「富山県大規模行為の景観づくり基準」

（富山県、平成 15 年 10月）、「富山県大規模行為の景観づくり基準解説書」（富山県、平成 15

年 11月）及び「富山県景観づくり色彩ガイドライン」（富山県、平成 15年 11月）が策定されて

いる。 

工作物の新設等や造成工事等の大規模行為として届出の対象となる行為は表 3.2-41に、工作

物の新築、増築、移転又は外観の変更における景観づくり基準は表 3.2-42に示すとおりである。 

 

 都市計画法に基づく風致地区 

「都市計画法」（昭和 43年法律第 100号、最終改正：令和 7年法律第 51号）では、都市の風

致を維持するため、風致地区内における建物の建築等の行為に対して、市町村長等の許可を受け

なければならないものとしている。対象事業実施区域及びその周囲において、「都市計画法」に

基づく風致地区は存在しない。 
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表 3.2-41(1) 届出の対象となる行為 

行為の種類 届出が必要な行為の規模 

建
築
物
等
の
新
築
又
は
移
転 

建築物 

・高さ 20m 超 

又は 

・建築面積 1,500 ㎡超 

工
作
物 

①煙突、排気塔その他これらに類する工作物 

②装飾塔、記念塔、物見塔、風車その他これらに類

する工作物 

③彫像、記念碑その他これらに類する工作物 

④高架水槽、冷却塔その他これらに類する工作物 

⑤電波塔、鉄筋コンクリート造の柱、鉄柱、木柱そ

の他これらに類する工作物 

・高さ 20m 超 

（建築物と一体となって設置される

場合の高さは、地盤面から測定する。

ただし、工作物自体の高さが 5m 以下

のものを除く。） 

⑥電気供給のための電線路又は有線電気通信のた

めの線路の支持物 

・高さ 30m 超 

（建築物と一体となって設置される

場合の高さは、地盤面から測定する。） 

⑦広告塔、広告板その他これらに類する工作物 

・高さ 20m 超、かつ表示面積 10 ㎡超 

（建築物と一体となって設置される

場合の高さは、地盤面から測定する。） 

又は 

・高さ 10m 超、かつ表示面積 50 ㎡超 

（建築物と一体となって設置される

場合の高さは、地盤面から測定する。） 

⑧垣、さく、塀、擁壁その他これらに類する工作物 ・高さ 5m 超、かつ長さ 10m 超 

⑨観覧車、飛行塔、コースター、ウォーターシュー

ト、メリーゴーラウンドその他これらに類する遊

戯施設 

⑩コンクリートプラント、アスファルトプラント、

クラッシャープラントその他これらに類する製

造施設 

⑪自動車車庫の用に供する立体的施設 

⑫石油、ガス、飼料、穀物その他これらに類するも

のを貯蔵する施設 

⑪ごみ処理施設、し尿処理施設、汚水処理施設その

他の処理施設 

・高さ 20m 超 

（建築物と一体となって設置される

場合の高さは、地盤面から測定する。

ただし、工作物自体の高さが 5m 以下

のものを除く。） 

又は 

・築造面積 1,500 ㎡超 

資料：「富山県大規模行為の景観づくり基準解説書」（富山県、平成 15年 11 月） 
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表 3.2-41(2) 届出の対象となる行為 

行為の種類 届出が必要な行為の規模 

建
築
物
等
の
増
築
又
は
改
築 

建築物 

・増築又は改築後の高さ 20m 超 

又は 

・増築又は改築後の建築面積 1,500 ㎡超 

（増築又は改築に係る部分の建築面

積が 150 ㎡以下のものを除く。） 

工
作
物 

①煙突、排気塔その他これらに類する工作物 

②装飾塔、記念塔、物見塔、風車その他これらに

類する工作物 

③彫像、記念碑その他これらに類する工作物 

④高架水槽、冷却塔その他これらに類する工作物 

⑤電波塔、鉄筋コンクリート造の柱、鉄柱、木柱

その他これらに類する工作物 

・増築又は改築後の高さ 20m 超 

（建築物と一体となって設置される

場合の高さは、地盤面から測定する。

ただし、工作物自体の高さが 5m 以下

のものを除く。） 

⑥電気供給のための電線路又は有線電気通信の

ための線路の支持物 

・増築又は改築後の高さ 30m 超 

（建築物と一体となって設置される

場合の高さは、地盤面から測定する。） 

⑦広告塔、広告板その他これらに類する工作物 

・増築又は改築後の高さ 20m 超、 

かつ表示面積 10 ㎡超 

（建築物と一体となって設置される

場合の高さは、地盤面から測定する。） 

又は 

・増築又は改築後の高さ 10m 超、 

かつ表示面積 50 ㎡超 

（建築物と一体となって設置される

場合の高さは、地盤面から測定する。

ただし、増築又は改築に係る部分の表

示面積が 5 ㎡以下のものを除く。） 

⑧垣、さく、塀、擁壁その他これらに類する工作

物 

・増築又は改築後の高さ 5m 超、 

かつ長さ 10m 超 

⑨観覧車、飛行塔、コースター、ウォーターシュ

ート、メリーゴーラウンドその他これらに類す

る遊戯施設 

⑩コンクリートプラント、アスファルトプラン

ト、クラッシャープラントその他これらに類す

る製造施設 

⑪自動車車庫の用に供する立体的施設 

⑫石油、ガス、飼料、穀物その他これらに類する

ものを貯蔵する施設 

⑪ごみ処理施設、し尿処理施設、汚水処理施設そ

の他の処理施設 

・増築又は改築後の高さ 20m 超 

（建築物と一体となって設置される

場合の高さは、地盤面から測定する。

ただし、工作物自体の高さが 5m 以下

のものを除く。） 

又は 

・増築又は改築後の築造面積 1,500 ㎡超 

（増築又は改築に係る部分の表示面

積が 150 ㎡以下のものを除く。） 

建築物等の

外観の変更 
・大規模行為に該当する建築物等の外観面積の 1/2 を超える変更 

土地の区画

形質の変更 

・行為に係る土地の面積 3,000 ㎡超で、行為に伴い高さ 5m 超かつ長さ 1Om 超の法面が生ず

るもの 

屋外におけ

る物品の集

積又は貯蔵 

・行為の用に供される土地の面積 3,000 ㎡超で、かつ集積又は貯蔵の高さ 3m 超 

鉱物の掘採

又は土石の

類の採取 

・行為による地形の変更に係る土地の面積 3,000 ㎡超で、行為に伴い高さ 5m 超かつ長さ 10m

超の法面が生ずるもの 

資料：「富山県大規模行為の景観づくり基準解説書」（富山県、平成 15年 11 月） 
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表 3.2-42 工作物の新築、増築、移転又は外観の変更における景観づくり基準 

工作物の新築、増築、改築、移転又は外観の変更 

(1)位置 ア 地形の大幅な改変を生ずる場所のほか、山並みの眺望や水辺の連続性を阻害する場所

など、主要な眺望点からの眺望を著しく損なうおそれのある地点への立地を避けるよう

配慮する。 

イ 工作物の形態、町並みの状況等に応じて、道路境界等からの後退距離を工夫するほか、

町並みの連続性が重視される地域では、町並みを構成する建築物の壁面線などに配慮す

る。 

ウ 敷地内の歴史的な建築物や工作物、優れた樹木等を保存するほか、周辺の町並み等の

景観を損なうことのないよう工夫する。 

(2)形態及び

意匠 

ア 使用部材数を抑え、設備配管等を遮へいするほか、むやみに広告物等を設置しないな

ど、工作物自体がすっきりとまとまりのあるものとなるよう配慮する。 

イ 敷地内に複数の工作物を設ける場合や建築物の付属物として設ける場合は、これらの

建築物や工作物が相互に調和し、全体としてまとまりのあるものとなるよう工夫する。 

ウ 周辺の町並みや田園、自然等の景観との調和を図るとともに、道路等の公共空間に面

する部分は、歩行者等に与える圧迫感を和らげるよう工夫する。 

(3)色彩 ア 工作物の基調となる色彩は、高い彩度を避けるほか、背景となる町並み、自然等と色

相や色調をそろえるなど、周辺の景観と調和するよう工夫する。 

イ 工作物に付帯する屋外設備機器、広告物等の色彩は、工作物と色相をそろえるなど、

工作物本体の色彩と調和するよう工夫する。 

ウ 工作物に強調色を使用する場合は、その色彩や使用範囲、使用部位等の構成が工作物

全体として調和し、周辺の景観とも調和するよう工夫する。 

(4)素材 ア 耐久性があり、汚れにくいなど、維持管理が容易で経年による景観上の質の低下が少

ない素材を使用するよう配慮する。 

イ 地域の優れた景観を特徴づける自然素材、伝統的素材等がある地域では、これらを景

観づくりに生かすよう工夫する。 

ウ 自然が豊かな地域や閑静な住宅地、歴史的な町並みでは、反射性が高いなど、周辺か

ら際立って見える素材の仕様を避けるよう配慮する。 

(5)敷地の緑

化 

ア 敷地内は、工作物の状況や地域の環境等に応じた樹種等でできる限り緑化するととも

に、周囲を囲う場合は、中高木を組み合わせた植栽等を活用するよう配慮する。 

イ 敷地内の優れた樹木や樹林は、出来る限り保存又は移植を行い、敷地の緑化や工作物

の修景に生かすよう工夫する。 

ウ 道路等の公共空間に面する部分に中高木を植栽するなど、町並み等にうるおいを与え

るよう配慮する。 

(6)その他 ア 屋外駐車場は、安全上及び防犯上支障のない範囲で周囲に生垣等を設け、出入口の数

や位置を工夫するなど、景観に与える影響を軽減するよう配慮する。 

イ 過度に明るい光や鮮やかな色の光が周囲に散乱しないよう、周辺の状況に応じて照明

方法等を工夫するなど、夜間の景観に配慮する。 

ウ 敷地内の既存施設が景観を阻害している場合は、増築等に併せて景観に対する支障を

減らすよう配慮する。 

資料：「富山県大規模行為の景観づくり基準解説書」（富山県、平成 15年 11 月） 
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 国土防災関係 

 森林法に基づく保安林 

対象事業実施区域及びその周囲における「森林法」（昭和 26年法律第 249号、最終改正：令和

4年法律第 68号）に基づく保安林の指定状況は図 3.2-17に示すとおりであり、対象事業実施区

域及びその周囲には保安林が存在する。 

 

 砂防法に基づく砂防指定地 

対象事業実施区域及びその周囲には「砂防法」（明治 30年法律第 29号、最終改正：令和 4年

法律第 68号）に基づく砂防指定地は図 3.2-18に示すとおりであり、対象事業実施区域及びその

周囲には砂防指定地が存在する。 

 

 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づく急傾斜地崩壊危険区域 

対象事業実施区域及びその周囲における「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」（昭

和 44 年法律第 57 号、最終改正：令和 4 年法律第 68 号）に基づく急傾斜地崩壊危険区域の指定

状況は図 3.2-18に示すとおりであり、対象事業実施区域には存在しない。なお、対象事業実施

区域の周囲には急傾斜地崩壊危険区域が存在する。 

 

 地すべり等防止法に基づく地すべり防止区域 

対象事業実施区域及びその周囲における「地すべり等防止法」（昭和 33年法律第 30号、最終

改正：令和 4年法律第 68号）に基づく地すべり防止区域の指定状況は図 3.2-18に示すとおりで

あり、対象事業実施区域には存在しない。なお、対象事業実施区域の周囲には地すべり防止区域

が存在する。 

 

 土砂災害防止法に基づく土砂災害特別警戒区域 

対象事業実施区域及びその周囲における「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推

進に関する法律」（平成 12 年法律第 57 号、最終改正：令和 4 年法律第 68 号）に基づく土砂災

害特別警戒区域等の指定状況は図 3.2-19に示すとおりであり、対象事業実施区域及びその周囲

に土砂災害特別警戒区域（土石流及び急傾斜地の崩壊）及び土砂災害警戒区域（土石流、地滑り

及び急傾斜地の崩壊）が存在する。 

 

 山地災害危険地区調査要領に基づく山地災害危険地区 

対象事業実施区域及びその周囲における「山地災害危険地区調査要領」（林野庁、平成 18年）

に基づく山地災害危険地区（山腹崩壊危険地区、崩壊土砂流出危険地区等）の指定状況は図 3.2-20

に示すとおりであり、対象事業実施区域及びその周囲に山腹崩壊危険危険地区、地すべり危険地

区（指定地・非指定地）、崩壊土砂流出危険地区及びなだれ危険箇所が存在する。 

 

 富山県土採取規制条例に基づく土採取規制区域 

対象事業実施区域及びその周囲における「富山県土採取規制条例」（昭和 47 年富山県条例第

41号）に基づく土採取規制区域の指定状況は図 3.2-21に示すとおりであり、対象事業実施区域

及びその周囲に土採取規制区域が存在する。 
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 海岸法に基づく海岸保全区域 

対象事業実施区域及びその周囲における「海岸法」（昭和 31年法律第 101号、最終改正：令和

4年法律第 68号）に基づく海岸保全区域の指定状況は図 3.2-22に示すとおりであり、対象事業

実施区域には存在しない。なお、対象事業実施区域の周囲に海岸保全区域が存在する。 
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図 3.2-17 保安林の指定状況  

資料：「国土数値情報 国有林野データ」（国土交通省、

データ作成：2024 年（令和 6 年）4 月 1 日時点）、 [デ

ー タ タ イ ト ル ] 富 山 デ ー タ 連 携 基 盤

(https://ckan.tdcp.pref.toyama.jp/dataset/protecte

dforests) 
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図 3.2-18 砂防三法指定区域の状況

資料：「新川土木センター入善土木事務所（施設現況図）」

（富山県新川土木センター入善土木事務所、平成 31 年 4

月）、「国土数値情報 地すべり防止区域データ」（国土

交通省、データ作成：令和 2 年度） 
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図 3.2-19 土砂災害警戒区域等の状況  

資料：「土砂災害警戒区域（令和 4 年 3 月末時点）」（富

山県 HP、閲覧：令和 8 年 4 月）を加工して作成 
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図 3.2-20 山地災害危険地区の指定状況  

資料：「富山県 GIS サイト」（富山県 HP、閲覧：令和 8 年

4 月） 
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図 3.2-21 土採取規制区域の指定状況  

資料：「土の採取を規制する区域の指定について」（昭和

47 年富山県告示第 1230 号）、「富山県管内図（土採取規

制区域図）」（新川土木センター入善土木事務所、昭和 62

年 3 月） 
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図 3.2-22 海岸保全区域の指定状況  

資料：「富山県海岸保全基本計画」（富山県、平成 28 年

8 月）、富山県土木部河川課に問合せ（令和 3 年 4 月）、

富山県新川土木センター入善土木事務所工務課河川海岸

班に問合せ（令和 3 年 4 月） 
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関係法令等による規制状況のまとめ 

対象事業実施区域及びその周囲における関係法令等による規制状況をまとめると、表 3.2-43に

示すとおりとなる。 

 
表 3.2-43(1) 関係法令等による規制状況のまとめ 

区
分 

法令等 地域地区等の名称 

指定等の有(○)・無(×) 

対
象
事
業
実
施
区
域 

（
既
設
道
路
拡
幅
範
囲
） 

対
象
事
業
実
施
区
域 

対
象
事
業
実
施
区
域
の
周
囲 

朝
日
町 

土
地
利
用 

国土利用計画法 

都市地域 ○ ○ ○ ○ 

農業地域 ○ ○ ○ ○ 

森林地域 ○ ○ ○ ○ 

農業振興地域の整備に関する法律 農用地区域 ○ × ○ ○ 

都市計画法 用途地域 × × ○ ○ 

公
害
防
止 

環境基本法 
騒音類型指定 × × ○ ○ 

水質類型指定 ○ × ○ ○ 

大気汚染防止法 指定地域 × × × × 

騒音規制法 規制地域 × × ○ ○ 

富山県公害防止条例（騒音） 規制地域 ○ ○ ○ ○ 

振動規制法 規制地域 × × ○ ○ 

水質汚濁防止法 指定地域 × × × × 

悪臭防止法 規制地域 × × × ○ 

土壌汚染対策法 
要措置区域 × × × × 

形質変更時要届出区域 × × × × 

農用地の土壌の汚染防止等に関する法律 農用地土壌汚染対策地域 × × × × 

工業用水法及び建築物用地下水の採取の

規制に関する法律 
規制地域 × × × × 
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表 3.2-43(2) 関係法令等による規制状況のまとめ 

区
分 

法令等 地域地区等の名称 

指定等の有(○)・無(×) 

対
象
事
業
実
施
区
域 

（
既
設
道
路
拡
幅
範
囲
） 

対
象
事
業
実
施
区
域 

対
象
事
業
実
施
区
域
の
周
囲 

朝
日
町 

自
然
保
護 

自然公園法 
国立公園 × × × × 

国定公園 × × × × 

富山県立自然公園条例 県立自然公園 ○ ○ ○ ○ 

自然環境保全法 
自然環境保全地域 × × × × 

富山県自然環境保全条例 

世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関

する条約 

世界文化遺産 × × × × 

世界自然遺産 × × × × 

都市緑地法 
緑地保全地域 × × × × 

特別緑地保全地区 × × × × 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化

に関する法律 
鳥獣保護区 × × ○ ○ 

特に水鳥の生息地として国際的に重要な

湿地に関する条約 
条約湿地 × × × × 

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保

存に関する法律 
生息地等保護区 × × × × 

富山県水源地域保全条例 水源地域 ○ ○ ○ ○ 

文
化
財 

文化財保護法 

国指定史跡・名勝・天然記

念物・重要文化的景観 
× × ○ ○ 

県指定史跡・名勝・天然記

念物 
× × ○ ○ 

町指定史跡・名勝・天然記

念物 
× × ○ ○ 

周知の埋蔵文化財包蔵地 ○ × ○ ○ 

景
観 

景観法 景観計画区域 × × × × 

都市計画法 風致地区 × × × × 

国
土
防
災 

森林法 保安林 ○ ○ ○ ○ 

砂防法 砂防指定地 ○ × ○ ○ 

地すべり等防止法 地すべり防止区域 × × ○ ○ 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関す

る法律 
急傾斜地崩壊危険区域 × × ○ ○ 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防

止対策等の推進に関する法律 

土砂災害特別警戒区域及

び土砂災害警戒区域 
○ ○ ○ ○ 

山地災害危険地区調査要領 山地災害危険地区 ○ ○ ○ ○ 

富山県土採取規制条例 土採取規制区域 ○ ○ ○ ○ 

海岸法 海岸保全区域 × × ○ ○ 
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